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◇　一　般　会　計 （第６号）

補正前予算額 116,860,405千円に 10,093,229千円を追加し、

総額 126,953,634千円とする。

◎　歳　入

○ 地方特例交付金 4,538 千円

・ 新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補塡 4,538 千円

特別交付金追加

○ 地方交付税 69,012 千円

・ 普通交付税追加 69,012 千円

○ 国庫支出金 596,042 千円

・ 障害者自立支援給付費負担金追加 89,554 千円

・ 障害児通所給付費等負担金追加 78,503 千円

・ 子どものための教育・保育給付交付金追加 77,478 千円

・ 子どものための教育・保育給付交付金（過年度分） 43,869 千円

・ 子育てのための施設等利用給付交付金（過年度分） 2,111 千円

・ マイナンバーカード交付支援業務補助金減 △ 35,618 千円

・ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金追加 303,136 千円

・ 社会保障・税番号制度システム整備費補助金 16,746 千円

・ 生活困窮者自立支援補助金追加 598 千円

・ 障害者総合支援事業費補助金 275 千円

・ 子ども・子育て支援交付金追加 484 千円

・ こども政策推進事業費補助金 1,350 千円

・ 子育て支援対策臨時特例交付金 3,265 千円

・ 社会資本整備総合交付金（住宅・建築物安全ストック △ 1,153 千円

形成事業）減

・ 社会資本整備総合交付金（北野下富線道路築造費）減 △ 1,500 千円

・ 踏切道改良計画事業補助金減 △ 16,500 千円

・ 社会資本整備総合交付金（松葉道北岩岡線道路 96 千円

築造費）追加

・ 社会資本整備総合交付金（所沢駅周辺地区都市 △ 17,600 千円

再生整備計画事業）減

・ 特別支援学級就学奨励費補助金減（小学校費補助金） △ 885 千円

・ 特別支援学級就学奨励費補助金減（中学校費補助金） △ 508 千円

議案第119号～125号資料

令 和 ５ 年 度 補 正 予 算 概 要
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・ 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 55,883 千円

・ ナショナルトレーニングセンター競技別強化拠点 △ 3,542 千円

施設事業委託金減

○ 県支出金 151,115 千円

・ 旅券事務交付金減 △ 3,007 千円

・ 障害者自立支援給付費負担金追加 44,777 千円

・ 障害児通所給付費等負担金追加 39,251 千円

・ 子どものための教育・保育給付費負担金追加 36,114 千円

・ 子どものための教育・保育給付費負担金（過年度分） 18,100 千円

・ 子育てのための施設等利用給付交付金（過年度分） 1,055 千円

・ 在宅超重症心身障害児等の家族に対するレスパイト 11,580 千円

ケア事業補助金追加

・ ひとり親家庭等医療費支給事業補助金追加 1,148 千円

・ 乳幼児医療費支給事業補助金追加 23,413 千円

・ 放課後児童健全育成事業費補助金追加 484 千円

・ 教育認定子どもに係る施設型給付費等補助金追加 6,087 千円

・ 不妊検査費等助成事業補助金減 △ 1,300 千円

・ 埼玉版スーパー・シティプロジェクト推進補助金 5,000 千円

・ 地域公共交通ＤＸ・コンパクト＋ネットワーク促進事業 5,000 千円

補助金

・ 知事選挙委託金減 △ 23,874 千円

・ 県議会議員選挙委託金減 △ 12,713 千円

○ 財産収入 7,411 千円

・ 土地建物貸付収入追加 238 千円

・ 財政調整基金利子追加 3,691 千円

・ 交通遺児奨学基金利子追加 33 千円

・ マチごとエコタウン推進基金利子追加 324 千円

・ 緑の基金利子追加 222 千円

・ 地域産業活性化基金利子追加 141 千円

・ 道路整備基金利子追加 413 千円

・ 中心市街地再開発整備基金利子追加 300 千円

・ 土地開発基金利子追加 51 千円

・ 小中学生文化スポーツ振興基金利子追加 3 千円

・ 施設整備基金利子追加 1,912 千円

・ ふるさと応援基金利子追加 28 千円

・ 森林環境基金利子追加 51 千円

・ まち・ひと・しごと創生基金利子 4 千円
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○ 寄附金 9,587 千円

・ 交通事故防止啓発事業等寄附金追加 13 千円

・ ふるさと応援寄附金追加 7,045 千円

・ まち・ひと・しごと創生寄附金追加 1,499 千円

・ マチごとエコタウン推進基金寄附金追加 39 千円

・ 緑の基金寄附金追加 991 千円

○ 繰入金 606,372 千円

・ 財政調整基金繰入金追加 539,148 千円

既計上額 5,029,540千円

・ マチごとエコタウン推進基金繰入金追加 67,738 千円

・ 緑の基金繰入金追加 2,128 千円

・ 施設整備基金繰入金減 △ 2,642 千円

○ 繰越金 8,996,235 千円

・ 前年度繰越金追加 8,984,309 千円

・ ふるさと応援寄附金繰越金 10,377 千円

・ 小中学生文化スポーツ振興基金寄附金繰越金 214 千円

・ 緑の基金寄附金繰越金 1,335 千円

○ 諸収入 164,724 千円

・ 預金利子追加 6,052 千円

・ 県収入証紙精算金収入 1,178 千円

・ 成人歯科検診収入減 △ 43 千円

・ 東部クリーンセンター売電収入追加 33,483 千円

・ 過年度分公共施設管理者負担金返還金 1,846 千円

・ 過年度分市街地再開発事業費補助金返還金 122,208 千円

○ 市債 △ 511,807 千円

・ 道路新設改良事業債減 △ 213,200 千円

・ 北野下富線道路築造事業債減 △ 39,700 千円

・ 所沢駅ふれあい通り線道路築造事業債追加 18,000 千円

・ 土地利用転換推進事業債減 △ 32,800 千円

・ 所沢駅西口地区まちづくり事業債追加 95,400 千円

・ 小学校施設整備事業債減 △ 5,300 千円

・ 公民館施設整備事業債減 △ 107,700 千円

・ 学校給食施設整備事業債減 △ 328,563 千円

・ 臨時財政対策債追加 102,056 千円

千円歳入合計 10,093,229
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◎　歳　出 歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

○ 総務費 7,056,405 千円

◎ 市長交際費 401 千円

◎ 生成ＡＩ導入事業 165 千円

・ 財政調整基金積立 5,957,407 千円

・ 財政調整基金利子積立追加 3,691 千円

・ 施設整備基金積立 1,200,000 千円

・ 施設整備基金利子積立追加 1,912 千円

・ ふるさと応援基金積立追加 14,259 千円

・ ふるさと応援基金利子積立追加 28 千円

・ 森林環境基金積立追加 736 千円

・ 森林環境基金利子積立追加 51 千円

・ まち・ひと・しごと創生基金積立追加 1,499 千円

・ まち・ひと・しごと創生基金利子積立 4 千円

・ 過年度分新型コロナウイルス感染症対応地方創生 10,112 千円

臨時交付金返還金

◎ 所沢市民文化センター光熱費等高騰対策支援事業 14,609 千円

◎ 新所沢コミュニティセンター受水槽給水加圧ポンプ 1,295 千円

修繕事業

◎ 交通事故防止啓発用品購入事業 36 千円

　　（交通安全運動推進事業の一環）

・ 交通遺児奨学基金利子積立追加 33 千円

◎ 住民記録システム等改修事業 24,238 千円

　　（住民票等への振り仮名記載対応）

・ その他事業費の確定等による減 △ 174,071 千円

○ 民生費 2,340,746 千円

◎ 福祉総合システム（障害福祉システム）改修事業 440 千円

　（福祉部所管分）

◎ 障害福祉サービス事業（訓練等給付費） 172,000 千円

◎ 地域生活支援事業（日常生活用具支給事業） 9,366 千円

◎ 埼玉県後期高齢者医療療養給付費負担金 78,863 千円

　（埼玉県後期高齢者医療広域連合負担金事業の一環）

◎ 生活管理指導短期宿泊事業 392 千円

・ 後期高齢者医療特別会計へ繰出（事務費分）追加 4,620 千円

・ 国民健康保険特別会計へ繰出

　　（事務費分）追加 2,964 千円

　　（運営費分）追加 426,659 千円

◎ 子ども医療費助成事業 199,282 千円
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◎ ひとり親家庭等医療費助成事業 2,637 千円

◎ 子育て家庭応援事業 44,364 千円

◎ 障害児通所支援事業 156,047 千円

◎ 福祉総合システム（障害福祉システム）改修事業 110 千円

　（こども未来部所管分）

◎ 障害福祉サービス事業（介護給付費） 7,109 千円

◎ 障害児相談支援事業 1,198 千円

◎ レスパイトケア事業 28,502 千円

◎ こども家庭センター開設準備事業（こども未来部所管分） 20,889 千円

◎ 民間保育園保育実施委託事業 141,252 千円

◎ 特定教育・保育施設等給付費負担金事業 80,575 千円

◎ 市立保育園運営事業（物価高騰対策） 16,466 千円

◎ 放課後児童支援員等処遇改善事業 1,452 千円

　（放課後児童健全育成事業（生活クラブ）の一環）

◎ 生活保護システム改修事業 1,197 千円

　（被保護者調査調査項目追加等対応）

・ 国・県補助金等返還金 962,406 千円

・ その他事業費の確定等による減 △ 18,044 千円

○ 衛生費 1,060,771 千円

◎ 小児科救急医療病院群輪番制事業 20 千円

◎ こども家庭センター開設準備事業（健康推進部所管分） 4,678 千円

◎ 再生可能エネルギー普及推進事業 198 千円

◎ スマートハウス化推進補助事業 67,100 千円

◎ 所沢市斎場光熱費等高騰対策支援事業 10,076 千円

・ 緑の基金積立追加 3,946 千円

・ 緑の基金利子積立追加 222 千円

・ マチごとエコタウン推進基金積立追加 117,126 千円

・ マチごとエコタウン推進基金利子積立追加 324 千円

・ 国・県補助金等返還金 916,938 千円

・ その他事業費の確定等による減 △ 59,857 千円

○ 商工費 △ 1,596 千円

・ 地域産業活性化基金積立 1,545 千円

・ 地域産業活性化基金利子積立追加 141 千円

・ その他事業費の確定等による減 △ 3,282 千円

○ 土木費 △ 208,527 千円

◎ 道路安全施設整備事業 16,500 千円

・ 道路整備基金利子積立追加 413 千円

◎ 所沢駅ふれあい通り線道路築造事業（１工区） △ 14,446 千円

◎ 公園維持管理事業（施工時期の平準化等） 1,428 千円
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・ 狭山ケ丘土地区画整理特別会計へ繰出減 △ 9,354 千円

・ 所沢駅西口土地区画整理特別会計へ繰出減 △ 7,806 千円

◎ 所沢駅西口地区まちづくり事業 83,000 千円

・ 中心市街地再開発整備基金利子積立追加 300 千円

・ 国・県補助金等返還金 82,398 千円

・ その他事業費の確定等による減 △ 360,960 千円

○ 消防費 △ 1,376 千円

・ 事業費の確定等による減 △ 1,376 千円

○ 教育費 △ 7,101 千円

・ 公務災害補償費 4,201 千円

・ 休業補償費追加 554 千円

・ 小中学生文化スポーツ振興基金積立追加 214 千円

・ 小中学生文化スポーツ振興基金利子積立追加 3 千円

◎ 富岡公民館屋上防水改修事業 19,101 千円

◎ 各種スポーツ大会参加補助事業 400 千円

◎ 小中学校給食費保護者負担軽減事業 267,663 千円

・ 燃料費追加（学校給食施設費） 2,500 千円

・ 光熱水費追加（学校給食施設費） 4,000 千円

・ 国・県補助金等返還金 7,778 千円

・ その他事業費の確定等による減 △ 313,515 千円

○ 公債費 △ 53,567 千円

・ 民生債減（利子） △ 234 千円

・ 衛生債減（利子） △ 3,472 千円

・ 土木債減（利子） △ 19,021 千円

・ 消防債減（利子） △ 878 千円

・ 教育債減（利子） △ 10,369 千円

・ 臨時財政対策債減（利子） △ 19,593 千円

＜給与費＞ △ 92,526 千円

・ 給料 千円

・ 職員手当等 千円

・ 共済費 千円

＜その他＞

・ 退職手当負担金 千円

10,093,229 千円

△ 51,796

△ 122,001

77,948

3,323

歳出合計
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◎継続費の補正（名称の前の◎は、事業概要調書があるものを示しています。）

○ 追加

◎ 西所沢保育園空調設備改修事業（事業概要調書は43ページ）

総 　額 122,210千円

年割額 令和5年度　　        0千円

令和6年度　　77,000千円

令和7年度　　45,210千円

◎ 富岡公民館屋上防水改修事業（事業概要調書は73ページ）

総 　額 47,751千円

年割額 令和5年度　　19,101千円

令和6年度　　28,650千円

◎繰越明許費の補正（名称の前の◎は、事業概要調書があるものを示しています。）

○ 追加

・ 西所沢駅西口改札口開設事業 千円

◎ 住民記録システム等改修事業 千円

　（住民票等への振り仮名記載対応）（事業概要調書は25ページ）

◎ 子育て家庭応援事業（事業概要調書は33ページ） 千円

・ 歩きたくなる街路樹づくり事業 千円

・ 道路改良事業 千円

・ 市道4-1386号線（上藤沢・林・宮寺間新設道路3工区） 千円

築造事業

・ 県道所沢青梅線狭山湖入口交差点改良事業 千円

・ 橋りょう長寿命化修繕事業 千円

・ 北野下富線道路築造事業 千円

◎ 所沢駅ふれあい通り線道路築造事業（１工区） 千円

     　　　　       （事業概要調書は67ページ）

・ 所沢駅ふれあい通り線道路築造事業 千円

◎ 所沢駅西口地区まちづくり事業 千円

     　　　　       （事業概要調書は69ページ）

・ 小手指公民館太陽光発電設備設置事業 千円

60,178

70,000

252,000

121,774

353,018

11,278

131,767

121,440

44,914

45,314

33,800

24,238

3,000
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◎債務負担行為の補正（名称の前の◎は、事業概要調書があるものを示しています。）

○ 追加

◎ 指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立まつば児童館・やなぎ児童館）

　 （事業概要調書は44ページ）

期　間 　令和6年度から令和9年度まで

限度額 　5,808千円

◎ 封入封緘等業務委託料（事業概要調書は48ページ）

期　間 　令和6年度まで

限度額 　9,212千円

◎ 公共施設太陽光発電設備借料（事業概要調書は50ページ）

期　間 　令和6年度から令和16年度まで

限度額 　956,971千円

◎ 市民の森等管理委託料（ナラ枯木伐採処理業務委託）（事業概要調書は52ページ）

期　間 　令和6年度まで

限度額 　75,569千円

◎ 東部クリーンセンター長期包括運営業務委託料（事業概要調書は54ページ）

期　間 　令和6年度まで

限度額 　固定費67,376千円と変動費の追加額を合計した額に消費税及び

　地方消費税を加算した額

◎ 西部クリーンセンター長期包括運営業務委託料（事業概要調書は55ページ）

期　間 　令和6年度まで

限度額 　固定費24,148千円と変動費の追加額を合計した額に消費税及び

　地方消費税を加算した額

◎ 自動車借料（第２一般廃棄物最終処分場整備事業分）（事業概要調書は56ページ）

期　間 　令和6年度から令和7年度まで

限度額 　550千円

◎ 第２一般廃棄物最終処分場整備事業下水道整備負担金（事業概要調書は56ページ）

期　間 　令和6年度まで

限度額 　118,800千円

◎ 道路維持補修工事（市道2-4号線・市道4-197号線・市道5-3号線）（事業概要調書は59ページ）

期　間 　令和6年度まで

限度額 　37,448千円

◎ 道路改良等舗装新設工事（市道1-900号線）（事業概要調書は63ページ）

期　間 　令和6年度まで

限度額 　150,000千円

◎ 自動車購入費（事業概要調書は65ページ）

期　間 　令和6年度まで

限度額 　8,265千円
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◎ 市内循環バス運行に関する協定書に基づく損失補償（事業概要調書は66ページ）

期　間 　令和6年度まで

限度額 　178,898千円

◎ ところワゴン運行に関する協定書に基づく損失補償（三ケ島地区）（事業概要調書は65ページ）

期　間 　令和6年度まで

限度額 　33,291千円

◎ ところワゴン運行に関する協定書に基づく損失補償（柳瀬地区）（事業概要調書は65ページ）

期　間 　令和6年度まで

限度額 　36,312千円

◎ ところワゴン運行に関する協定書に基づく損失補償（富岡地区）（事業概要調書は65ページ）

期　間 　令和6年度まで

限度額 　26,889千円

◎ 公園施設整備工事（公園遊具設置工事）（事業概要調書は68ページ）

期　間 　令和6年度まで

限度額 　15,983千円

◎ 施設改修工事（教育センター新館自動昇降機改修工事）（事業概要調書は70ページ）

期　間 　令和6年度まで

限度額 　37,345千円

◎ 施設改修工事（所沢小学校受変電設備改修工事）（事業概要調書は71ページ）

期　間 　令和6年度まで

限度額 　59,290千円

◎ 施設改修工事（狭山ケ丘中学校受変電設備改修工事）（事業概要調書は72ページ）

期　間 　令和6年度まで

限度額 　39,919千円

◎ 施設改修工事（三ケ島公民館受変電設備改修工事）（事業概要調書は74ページ）

期　間 　令和6年度まで

限度額 　56,067千円

◎ 施設改修工事（埋蔵文化財調査センター整理作業室空調設備改修工事）

（事業概要調書は75ページ）

期　間 　令和6年度まで

限度額 　15,113千円

◎ 光熱水費（第２学校給食センターＰＰＡ事業分）（事業概要調書は77ページ）

期　間 　令和6年度から令和26年度まで

限度額 　88,940千円
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◇　交 通 災 害 共 済 特 別 会 計 （第１号）

補正前予算額 31,200千円に 25,630千円を追加し、

総額 56,830千円とする。

◎　歳　入

○ 共済会費収入 △ 12,413 千円

・ 共済会費収入減 △ 12,413 千円

○ 繰越金 38,043 千円

・ 前年度繰越金追加 38,043 千円

25,630 千円

◎　歳　出

○ 事業費 25,630 千円

・ 共済見舞金追加 25,630 千円

25,630 千円

◇　狭 山 ケ 丘 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 （第２号）

補正前予算額 230,462千円から 9,354千円を減額し、

総額 221,108千円とする。

◎　歳　入

○ 繰入金 △ 9,354 千円

・ 一般会計繰入金減 △ 9,354 千円

△ 9,354 千円

◎　歳　出

○ 狭山ケ丘土地区画整理事業費 △ 9,354 千円

＜給与費＞

・ 給料 △ 4,800 千円

・ 職員手当等 △ 2,054 千円

・ 共済費 △ 1,300 千円

＜その他＞

・ 退職手当負担金 △ 1,200 千円

△ 9,354 千円

◎継続費の補正     年割額の変更

歳出合計

歳入合計

歳出合計

歳入合計
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◇　所 沢 駅 西 口 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 （第２号）

補正前予算額 1,955,000千円から 15,706千円 を減額し、

総額 1,939,294千円とする。

◎　歳　入

○ 国庫支出金 △ 60,000 千円

・ 社会資本整備総合交付金減 △ 60,000 千円

○ 繰入金 △ 7,806 千円

・ 一般会計繰入金減 △ 7,806 千円

○ 市債 47,900 千円

・ 所沢駅西口土地区画整理事業債追加 47,900 千円

○ 諸収入 4,200 千円

・ 施行者管理地使用料 4,200 千円

△ 15,706 千円

◎　歳　出 歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

○ 所沢駅西口土地区画整理事業費 △ 11,958 千円

◎ 所沢駅西口土地区画整理事業 △ 1,800 千円

・ 所沢駅西口土地区画整理事業債利子減 △ 10,158 千円

＜給与費＞ △ 3,748 千円

・ 給料 704 千円

・ 職員手当等 △ 4,452 千円

△ 15,706 千円

◎ 継続費の補正     年割額の変更

歳入合計

歳出合計
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◇　国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 （第２号）

補正前予算額 31,846,018千円に 113,043千円を追加し、

総額 31,959,061千円 とする。

◎　歳　入

○ 国民健康保険税 △ 360,224 千円

・ 医療給付費分現年課税分減 △ 256,492 千円

・ 後期高齢者支援金分現年課税分減 △ 85,932 千円

・ 介護納付金分現年課税分減 △ 17,800 千円

○ 県支出金 21,791 千円

・ 保険給付費等交付金（特別交付金）

　特定健康診査等負担金（過年度分）追加 21,791 千円

○ 財産収入 34 千円

・ 国民健康保険財政調整基金利子追加 34 千円

○ 繰入金 451,442 千円

・ 事務費繰入金追加 2,964 千円

・ 運営費繰入金追加 426,659 千円

・ 国民健康保険財政調整基金繰入金追加 21,819 千円

歳入合計 千円

◎　歳　出 歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

○ 総務費 2,964 千円

◎ 税系システム改修事業（産前産後期間の保険税軽減 2,964 千円

措置）

○ 基金積立金 34 千円

・ 国民健康保険財政調整基金利子積立追加 34 千円

○ 諸支出金 110,045 千円

・ 国庫補助金等返還金追加 105 千円

・ 保険給付費等交付金償還金追加 109,940 千円

歳出合計 千円113,043

113,043
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◇　介 護 保 険 特 別 会 計 （第２号）

補正前予算額 29,945,824千円に 1,081千円を追加し、

総額 29,946,905千円 とする。

◎　歳　入

○ 財産収入 1,081 千円

・ 介護給付費準備基金利子追加 1,081 千円

1,081 千円

◎　歳　出

○ 基金積立金 1,081 千円

・ 保険給付費準備基金利子積立追加 1,081 千円

1,081 千円

◇　後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 （第２号）

補正前予算額 5,835,817千円に 4,620千円を追加し、

総額 5,840,437千円 とする。

◎　歳　入

○ 繰入金 4,620 千円

・ 事務費繰入金追加 4,620 千円

4,620 千円

◎　歳　出

○ 総務費 4,620 千円

＜総務事務費＞

・ 報酬 419 千円

・ 共済費 84 千円

・ 旅費 27 千円

・ 役務費 800 千円

・ 償還金利子及び割引料 3,290 千円

4,620 千円歳出合計

歳入合計

歳出合計

歳入合計
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（単位：千円）

   予   算   額

会　　　計　　　名 補正前 補正後 比　　　較 備　　　　考

一 般 会 計 116,860,405 126,953,634 10,093,229

交 通 災 害 共 済 特 別 会 計 31,200 56,830 25,630

狭 山 ケ 丘 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 230,462 221,108 △ 9,354

所沢駅西口土地区画整理特別会計 1,955,000 1,939,294 △ 15,706

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 31,846,018 31,959,061 113,043

介 護 保 険 特 別 会 計 29,945,824 29,946,905 1,081

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 5,835,817 5,840,437 4,620

 ○令和5年度　補正予算比較表

-
 
1
5
 
-



款 主 な 事 業 内 容
事　業　費

（千円）
担 当 課

事業概
要調書
ページ

総務費 市長交際費 401 秘書室 20

生成ＡＩ導入事業 165 デジタル戦略課 21

所沢市民文化センター光熱費等高騰対策支援事業 14,609 文化芸術振興課 22

新所沢コミュニティセンター受水槽給水加圧ポンプ修繕事業 1,295 地域づくり推進課 23

交通事故防止啓発用品購入事業（交通安全運動推進事業の一環） 36 防犯交通安全課 24

住民記録システム等改修事業（住民票等への振り仮名記載対応） 24,238 市民課 25

民生費 福祉総合システム（障害福祉システム）改修事業（福祉部所管分） 440 障害福祉課 26

障害福祉サービス事業（訓練等給付費） 172,000 　　〃 27

地域生活支援事業（日常生活用具支給事業） 9,366 　　〃 28
埼玉県後期高齢者医療療養給付費負担金（埼玉県後期高齢者医療広域連合負担金
事業の一環）

78,863 国民健康保険課 29

生活管理指導短期宿泊事業 392 高齢者支援課 30

子ども医療費助成事業 199,282 こども支援課 31

ひとり親家庭等医療費助成事業 2,637 　　〃 32

子育て家庭応援事業 44,364 こども政策課 33

障害児通所支援事業 156,047 こども福祉課 34

福祉総合システム（障害福祉システム）改修事業（こども未来部所管分） 110 　　〃 35

障害福祉サービス事業（介護給付費） 7,109 　　〃 36

障害児相談支援事業 1,198 　　〃 37

レスパイトケア事業 28,502 　　〃 38

こども家庭センター開設準備事業（こども未来部所管分） 20,889 こども支援課 39

民間保育園保育実施委託事業 141,252 保育幼稚園課 40

特定教育・保育施設等給付費負担金事業 80,575 　　〃 41

令和５年度　補正予算（一般会計）主な事業内容

-
 
1
6
 
-



款 主 な 事 業 内 容
事　業　費

（千円）
担 当 課

事業概
要調書
ページ

民生費 市立保育園運営事業（物価高騰対策） 16,466 保育幼稚園課 42

西所沢保育園空調設備改修事業 － 　　〃 43

放課後児童支援員等処遇改善事業（放課後児童健全育成事業（生活クラブ）の一環） 1,452 青少年課 44

生活保護システム改修事業（被保護者調査調査項目追加等対応） 1,197 生活福祉課 45

衛生費 小児科救急医療病院群輪番制事業 20 保健医療課 46

こども家庭センター開設準備事業（健康推進部所管分） 4,678 健康管理課 47

封入封緘等業務委託事業（がん検診事業等の一環） － 　　〃 48

再生可能エネルギー普及推進事業 198 マチごとエコタウン推進課 49

公共施設太陽光発電設備設置事業 － 　　〃 50

スマートハウス化推進補助事業 67,100 　　〃 51

緑地管理整備推進事業 － みどり自然課 52

所沢市斎場光熱費等高騰対策支援事業 10,076 市民課 53

東部クリーンセンター長期包括運営事業 － 東部クリーンセンター 54

西部クリーンセンター長期包括運営事業 － 西部クリーンセンター 55

第２一般廃棄物最終処分場整備事業（施工時期の平準化等） － 資源循環推進課 56

土木費 道路安全施設整備事業 16,500 道路維持課 58

道路施設維持管理事業（施工時期の平準化） － 　　〃 59

所沢市総合治水対策事業（清柳橋改築事業）（施工時期の平準化） － 道路建設課 63

地域循環乗合ワゴン（ところワゴン）実証運行事業 － 都市計画課 65

市内循環バス（ところバス）運行事業 － 　　〃 66

所沢駅ふれあい通り線道路築造事業（１工区） △ 14,446 所沢駅西口区画整理事務所 67

公園維持管理事業（施工時期の平準化等） 1,428 公園課 68

所沢駅西口地区まちづくり事業 83,000 所沢駅西口区画整理事務所 69

-
 
1
7
 
-



款 主 な 事 業 内 容
事　業　費

（千円）
担 当 課

事業概
要調書
ページ

教育費 教育センター新館自動昇降機改修事業（施工時期の平準化） － 教育センター 70

小学校施設整備事業（施工時期の平準化） － 教育施設課 71

中学校施設整備事業（施工時期の平準化） － 　　〃 72

富岡公民館屋上防水改修事業 19,101 社会教育課 73

公民館施設整備事業（施工時期の平準化） － 　　〃 74

埋蔵文化財調査センター空調設備改修事業（施工時期の平準化） － 文化財保護課 75

各種スポーツ大会参加補助事業 400 スポーツ振興課 76

PPA方式による第2学校給食センター太陽光発電設備設置事業 － 保健給食課 77

小中学校給食費保護者負担軽減事業 267,663 　　〃 79

-
 
1
8
 
-



会 計 主 な 事 業 内 容
事　業　費

（千円）
担 当 課

事業概
要調書
ページ

所沢駅西口土地区画整理事業 △ 1,800 所沢駅西口区画整理事務所 80

国民健康保険特別会計 税系システム改修事業(産前産後期間の保険税軽減措置) 2,964 国民健康保険課 81

令和５年度　補正予算（特別会計）主な事業内容

所沢駅西口土地区画整
理特別会計

-
 
1
9
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

章
未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

事  業  概  要  調  書

一般会計 秘書室

2 1 1 説明 秘書経費

コード 740

根拠法令等 市長交際費の支出及び公開に関する基準

事業名 市長交際費

事業費総額 ４０１ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

基
本
方
針

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

歳
　
　
　
出

節
計

細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

9 01 交際費 401

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

市長交際費は、市長等が市を代表して外部と公に交際し、市政運営をより円
滑に進めるために必要とする費用であり、市長交際費の支出及び公開に関する
基準に基づき執行している。

今後、市長が招かれる各種団体の総会・懇親会等の飲食を伴う会費について
不足が見込まれることから不足分について増額するものである。

【交際費】
　総会・懇親会等会費、慶弔見舞金、各種運動・活動に対する賛助・協賛費
　及び激励費、渉外的経費

　年度末見込額　　　   801,000円
　当初予算額　　－）　 400,000円
　補正額               401,000円

  ※年度末見込額については、新型コロナウイルス感染症の影響を受けていな
　　い平成30年度の11月から3月までの交際費相当分を参考に積算

　県内の他自治体においても、同様に予算計上を行っている。
　【人口規模の近い県内各市の市長交際費（令和5年度）】
　　・川越市　　1,130,000円　　　　・春日部市　1,800,000円
　　・上尾市　　1,400,000円　　　　・草加市　　1,000,000円
　　・越谷市　　1,700,000円

歳出

計 401

-
 
2
0
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 経営企画部　デジタル戦略課

2 1 1 説明 情報化推進費

事業名 生成ＡＩ導入事業
なし

事業費総額 １６５ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 ─

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

生成ＡＩは、学習データを活用して新たな成果物を生み出すＡＩであり、
様々な分野での活用が期待されている。

本事業は、研究及び試験的な利用を経て、11月に「所沢市生成ＡＩの利用ガ
イドライン」を作成したことで導入環境が整ったことから、公務の根幹をなす
文書作成事務に生成ＡＩを早期に導入し、業務の効率化を図るものである。

なお、セキュリティレベルの高いＬＧＷＡＮ上で提供されるサービスの導入
を予定している。

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

13 52 生成ＡＩサービス使用料 165

計 165
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

埼玉県及び戸田市において同様の事業を実施している。また、その他の自治
体においても導入を見据えた試用等が行われている。

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

なし

歳出

-
 
2
1
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　県内では、富士見市、和光市等で同様の事業を実施している。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳入
歳出

計 14,609
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

14,609

計 14,609

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 73
所沢市民文化センター光熱費等高騰
対策支援金

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

14,609

文化芸術・伝
統文化

基
本
方
針

個性あふれる文化の創造
コード 561

根拠法令等
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金制度要綱
（国）

事業名 所沢市民文化センター光熱費等高騰対策支援事業
なし

事業費総額 １４,６０９ 千円

総合計画の体系
章

魅力・元気・
文化を誇れる
まち

節

　所沢市民文化センターは、文化芸術公演の鑑賞拠点や市民文化の発表拠点と
して市民の文化芸術活動の重要な施設であるが、原油価格及び物価の高騰によ
る影響を大きく受けている。
　本事業は、同施設の事業の継続と経営の維持を支援し、市民の文化活動等へ
の影響を軽減することを目的に、運営事業者に対し支援金を交付するものであ
る。
（国補助：補助率　定額）

【実施概要】
　・運営事業者:公益財団法人所沢市文化振興事業団
　・支援金額　:光熱費等の予算額と年度末見込額の差額の8割の金額
 
　　年度末見込額　　　　　　　75,467,804円
　　当初予算額　　　　　－）　57,206,811円
　　差額　　　　　　　　　　　18,260,993円
　
　　補正額（差額×8割）　　　 14,609,000円

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　文化芸術振興課

2 1 7 説明 市民文化センター運営費

-
 
2
2
 
-



款 項 目 05 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体においても、必要に応じて施設の修繕を行っている。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　地域づくり推進課

2 1 8 説明 新所沢コミュニティセンター費

事業名 新所沢コミュニティセンター受水槽給水加圧ポンプ修繕事業
なし

事業費総額 １,２９５ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 地域づくり

基
本
方
針

地域コミュニティの支援
コード 112

根拠法令等 所沢市コミュニティセンター条例

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

新所沢コミュニティセンターの受水槽給水加圧ポンプは、老朽化により頻繁
に不具合が発生している。当該施設は複合施設となっており、みどり児童館別
館、老人福祉センター緑寿荘にも水道水を供給しているため、安定的な稼働が
必要な設備であることから、交換修繕を実施するものである。

＜実施スケジュール＞
　・令和6年1月：契約締結
　・令和6年3月：ポンプ納品、修繕（休館2日）

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 06 修繕料（施設） 1,295

計 1,295
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
2
3
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

　
　　

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体においても、交通事故防止の啓発を図るため、啓発品等の整備を
行っている。

事  業  概  要  調  書

一般会計 市民部　防犯交通安全課

2 1 12 説明 交通対策費

事業名 交通事故防止啓発用品購入事業（交通安全運動推進事業の一環）

事業費総額 ３６ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 交通安全

基
本
方
針

交通安全意識の向上
コード 181

根拠法令等 交通安全対策基本法、所沢市交通安全計画

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

19 寄附金
交通事故防止啓発事業等寄
附金

13

　本事業は、市内の団体から寄附があり、所沢市の交通事故防止に役立ててほ
しいとの寄附者の意向に沿い、交通安全運動推進事業の一環として、交通事故
防止につなげるための啓発品を購入するものである。

　【購入消耗品】
　　・各季交通安全運動期間等に配布する反射材：500個

　【これまでの取組】
　　・令和3年度：交通安全教室で使用する横断マット4枚及び
　　　　　　　　 反射材1,300個、備品として交通安全啓発用ＤＶＤ1本
　　・令和4年度：反射材3,000個

計 13

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 01 消耗品費 36

計 36
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
2
4
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　法に基づく制度改正のため、全国の自治体において同様の事業を実施する。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 24,238
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

12 80 戸籍システム改修委託料 4,466

12 91 コンビニ交付システム改修委託料 4,281

16,746

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 52 住民記録システム改修委託料 15,491

　令和5年6月に公布された住民基本台帳法等の一部改正に伴い、住民票や戸籍
の附票に氏名等の振り仮名を記載し、マイナンバーカードへの氏名等の振り仮
名及びローマ字表記を実施するため、既存システムの改修を行うものである。
　なお、事業の実施に当たっては、事業予算を令和6年度に繰越明許するもので
ある。
（国補助：補助率10/10、上限あり）

【実施概要】
　・対象システム：住民記録システム・戸籍システム・コンビニ交付システム
　・実施内容：法改正に対応したアプリケーションの適用作業

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
社会保障・税番号制度シス
テム整備費補助金

16,746

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等
住民基本台帳法、戸籍法、電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に
関する法律、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

事業名 住民記録システム等改修事業（住民票等への振り仮名記載対応）
なし

事業費総額 ２４,２３８ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　市民課

2 3 1 説明 戸籍住民基本台帳事務費

-
 
2
5
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　他の自治体においても、法改正を受け、同様の改修を実施する予定である。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 福祉部　障害福祉課

3 1 1 説明 障害者支援費

事業名 福祉総合システム（障害福祉システム）改修事業（福祉部所管分）
なし

事業費総額 ４４０ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、
児童福祉法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
障害者総合支援事業費補助
金

220

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉
法が一部改正され、令和6年4月1日から障害福祉サービス等の報酬改定が行われ
ることから、支給額等のデータ管理を円滑に行うとともに適正な運用に資する
ことを目的として、福祉総合システムを改修するものである。
（国補助：補助率1/2）

【改修概要】
　障害福祉サービス等の報酬改定に伴う改修

計 220

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 61 福祉総合システム改修委託料 440

計 440
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

なし

歳出
歳入

-
 
2
6
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） ⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
　法に基づく事業であり、他の自治体においても同様の事業を実施している。

本事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に
基づき、障害者が身体機能や生活能力の向上のための訓練を受けた際に、サー
ビスを提供した事業者にサービス費を支給するものである。

当初見込みに比べ、サービス利用者が増加したことにより、予算額の不足が
見込まれることから不足分について増額するものである。
（国・県負担：負担率　国1/2、県1/4）

【サービスの種類】
　共同生活援助、就労継続支援A型、B型等

【利用が増加した主なサービス】
　・共同生活援助　　  　   ［当初］   　 　［年度末見込］
　    利用者数　         　　   273人  →        　311人
　　  見込額　   　　 　662,000,000円　→　808,460,942円
　・就労継続支援B型　　 　 ［当初］　　　　［年度末見込］
      利用者数　         　　   645人  →        　694人
　　  見込額  　 　　 　970,422,000円  →  983,939,649円

　　年度末見込額　　　2,416,114,000円
　　当初予算額　　－）2,244,114,000円
　　補正額　　　　　　　172,000,000円

1 1 説明 障害者支援費

事業費総額 １７２,０００ 千円

人と人との絆
を紡ぐまち

節

事業名 障害福祉サービス事業（訓練等給付費）

自立した生活支援の充実
コード 133

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　障害福祉課

3

根拠法令等 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

歳
　
入

歳出

基
本
方
針

障害者福祉

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
障害者自立支援給付費負担
金

86,000

訓練等給付費

17 県支出金
障害者自立支援給付費負担
金

43,000

計 129,000

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 33 172,000

計 172,000

なし

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

-
 
2
7
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　法に基づく事業であり、他の自治体においても同様の事業を実施している。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

9,366

令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

人と人との絆
を紡ぐまち

節 障害者福祉

基
本
方
針

社会参加の促進と協働の推
進

9,366

計

歳出

18

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円)
歳入

予算額(千円)

日常生活用具給付費補助金

細 　節 　名 　称

77

歳
　
　
　
出

節 細節

歳
　
入

款 款 名 称

計

予算額(千円)

コード 132

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、
重度障害者等日常生活用具費支給事業実施要綱

科 目 名 称

事業名 地域生活支援事業（日常生活用具支給事業）

事業費総額 ９,３６６ 千円

総合計画の体系
章

  本事業は、重度障害者の日常生活用具購入に要する費用を支給することによ
り、日常生活の便宜を図るとともに福祉の増進に資することを目的とするもの
である。
　当初見込みに比べ、日常生活用具利用件数が増加したことにより、予算額の
不足が見込まれることから不足分について増額するものである。

 【利用が増加した日常生活用具】
　　・排泄管理支援用具   ［当初］        ［年度末見込］
   　 利用件数　　　　  　7,680件    →　　 　8,642件

 
    年度末見込額       94,667,000円
    当初予算額     -)  85,301,000円
  　補正額　　　　　  　9,366,000円

事  業  概  要  調  書

一般会計 　　　福祉部　障害福祉課

3 1 1 説明 障害者支援費

-
 
2
8
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
県内の他の自治体においても、同様の処理をしている。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

療養給付費負担金は、被保険者証の負担割合が1割又は2割の被保険者にかか
る療養給付費について、その12分の1を市が負担し、埼玉県後期高齢者医療広域
連合に支払うものである。

当初見込に比べ、外来診療の増加等により療養給付費が増加したため、予算
額の不足が見込まれることから不足分について増額するものである。

【負担金見込額】
　
　　年度末見込額　　　3,509,665,824円
　　当初見込額　　－）3,430,802,997円
　　　      　   　      78,862,827円

　　補正額　　　　　　   78,863,000円

歳入

なし

歳出

計 78,863
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 45
埼玉県後期高齢者医療療養給付費負
担金

78,863

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

千円

総合計画の体系

予算額(千円)

医療保険・医
療情報

基
本
方
針

後期高齢者医療制度の充実

1 2

コード 345

根拠法令等 高齢者の医療の確保に関する法律

事業名
埼玉県後期高齢者医療療養給付費負担金（埼玉県後期高齢者医療広域
連合負担金事業の一環）

事業費総額 ７８,８６３

説明 老人医療費

章
健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 健康推進部　国民健康保険課

3

-
 
2
9
 
-



款 項 目 04 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 392
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 56 生活管理指導短期宿泊事業委託料 392

　本事業は、高齢者が何らかの理由で一時的な保護が必要な場合及び高齢者を
養護している者が病気等の理由で一時的に養護をすることが困難な場合におい
て、緊急避難的に養護老人ホームに入所することにより、自立した生活を維持
し、高齢者の基本的生活習慣の確立を図り、もって、要援護高齢者及び高齢者
を養護する者への福祉の向上を図ることを目的とするものである。
　当初見込みに比べ、利用が増加したことにより、予算額の不足が見込まれる
ことから不足分について増額するものである。

　　　　　　　　　　　　 [当初]　　　［年度末見込］
　年間利用者数　　　　　　16人　　→　　　23人
　

　年度末見込額　　　　　　　1,288,000円
　当初予算額　　　　　　－）　896,000円
　補正額　　　　　　　　　　　392,000円

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

基
本
方
針

住み慣れた自宅や地域で暮
らし続けるための取り組み
の推進コード 142

根拠法令等 所沢市高齢者生活管理指導短期宿泊事業実施要綱

事業名 生活管理指導短期宿泊事業

事業費総額 ３９２ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 高齢者福祉

　県内の他の自治体においても、同様の事業を実施している。

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　高齢者支援課

3 1 2 説明 老人援護対策費

-
 
3
0
 
-



款 項 目 06 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

199,282

令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

子どもが大切
にされるまち

節 子ども支援

基
本
方
針

子どもの育成支援の充実

1,890

計

歳出

12

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円)
歳入

予算額(千円)

197,392

23,413

子ども医療費審査支払委託料

細 　節 　名 　称

43 子ども医療費

53

19歳
　
　
　
出

節 細節

乳幼児医療費支給事業補助
金

23,413

歳
　
入

款 款 名 称

計

総合計画の体系
章

予算額(千円)

17 県支出金

コード 211

根拠法令等
埼玉県乳幼児医療費支給事業補助金交付要綱、所沢市子ども医療
費の助成に関する条例

科 目 名 称

子ども医療対策費

事業名 子ども医療費助成事業

事業費総額 １９９,２８２ 千円

　本事業は、子どもの医療費の一部を助成することにより、子どもの保健の向
上及び福祉の増進並びに子育て家庭の経済的負担の軽減を図るものである。
　当初見込みに比べ、助成実績の増加により、予算額の不足が見込まれること
から、不足分について増額するものである。
（県補助：補助率1/2（未就学児分のみ））

【子ども医療費審査支払委託料】
　年度末見込額　　　     　35,246,000円
　当初予算額　　　 　－）　33,356,000円
　補正額　　　　　　　　　　1,890,000円

【子ども医療費】
　年度末見込額　　　　　1,237,573,000円
　当初予算額　　　　－）1,040,181,000円
　補正額　　　　　　　　　197,392,000円

　県内の他の自治体においても、同様の事業を実施している。

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　こども支援課

3 2 1 説明

-
 
3
1
 
-



款 項 目 07 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　こども支援課

3 2 1 説明 ひとり親家庭等医療対策費

事業名 ひとり親家庭等医療費助成事業

事業費総額 ２,６３７ 千円

子どもの育成支援の充実
コード

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節

　県内の他の自治体においても、同様の事業を実施している。

　本事業は、ひとり親家庭又は両親のどちらかに一定の障害がある子育て家庭
に対し、医療費の一部を助成することにより、ひとり親家庭等の経済的負担の
軽減を図るものである。
　当初見込みに比べ、助成実績の増加により、予算額の不足が見込まれること
から、不足分について増額するものである。
　（県補助：補助率1/2）

【ひとり親家庭等医療費】
　年度末見込額　　　　　　140,645,000円
　当初予算額　　　　　－）138,008,000円

 　補正額　　　　　　　　　　2,637,000円

子ども支援

基
本
方
針

1,148

211

根拠法令等
埼玉県ひとり親家庭等医療費支給事業実施要綱、所沢市ひとり親
家庭等の医療費の助成に関する条例

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 1,148

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

17 県支出金
ひとり親家庭等医療費支給
事業補助金

細 　節 　名 　称 予算額(千円)

19 41 ひとり親家庭等医療費 2,637

計 2,637
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

歳出
歳入

-
 
3
2
 
-



款 項 目 09 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

　

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 44,364
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

40,000

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 58 子育て家庭応援事業委託料 44,364

　本事業は、物価高騰の影響を受けている子育て家庭を応援するため、特に育
児に係る生活用品やベビー用品等の出費の割合が大きい0歳児を養育する家庭へ
デジタルギフトを支給し、負担軽減を図るものである。
　なお、事業の実施に当たっては、事業予算の一部を令和6年度に繰越明許する
ものである。
（国補助：補助率　定額）
　
　【実施概要】
　・対　　象：①令和5年1月1日から令和5年12月31日までに生まれ、令和5年12
　　　　　　　　月31日において本市の住民基本台帳に登録がある者
　　　　　　　②令和6年1月1日から令和6年3月31日までに生まれ、出生により
　　　　　　　　本市の住民基本台帳に登録された者
　・見 込 数：2,670人
　・内　　容：対象者１人当たりデジタルギフト15,000円分

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

40,000

基
本
方
針

子育て家庭への支援の充実
コード 212

根拠法令等
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金制度要綱
（国）

事業名 子育て家庭応援事業

事業費総額 ４４,３６４ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子ども支援

　東京都世田谷区、板橋区、武蔵野市等において、同様の事業を実施してい
る。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　こども政策課

3 2 1 説明 子ども・子育て支援対策推進費

-
 
3
3
 
-



款 項 目 10 ②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

③市民参加の実施の有無とその内容

なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

障害児支援の充実
コード

　法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を
実施している。

　本事業は、障害児が通所施設において日常生活における基本的な動作の指導
や訓練等を受けた場合に、その保護者へ給付費を支給し、障害児の地域での自
立した生活を支援するとともに、保護者の負担軽減を図るものである。
　当初見込みに比べ、児童発達支援及び放課後等デイサービスの利用件数が増
加したことにより、予算額に不足が見込まれることから不足分について増額す
るものである。
（障害児通所給付費　国・県負担：負担率　国1/2、県1/4)

　　【手数料】
　　　　　　　　　　　 [当初] 　  [年度末見込]
　　  年間件数　　　　22,100件　→　24,090件

　　  年度末見込額　　　　　　2,879,000円
　　  当初予算額　　　　　－）2,640,000円
　　  補正額　　　　　　　　　　239,000円

　　【障害児通所給付費】
　　　　　　　　　   　[当初] 　    [年度末見込]
　　  年間利用件数　 149,676件　→　 164,940件

　　  年度末見込額　　　　1,675,738,000円
　　  当初予算額　 　 －）1,519,930,000円
　　  補正額　　　　　　    155,808,000円

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　こども福祉課

3 2 障害児福祉費

事業名 障害児通所支援事業

事業費総額 １５６,０４７ 千円

1 説明

221

根拠法令等 児童福祉法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子ども福祉

基
本
方
針

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金 障害児通所給付費等負担金 77,904

17 県支出金 障害児通所給付費等負担金 38,952

計 116,856

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 02 手数料 239

18 32 障害児通所給付費 155,808

計 156,047
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
3
4
 
-



款 項 目 10 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　他の自治体においても、法改正を受け、同様の改修を実施する予定である。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 110
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

110

計 55

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 55 福祉総合システム改修委託料

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
障害者総合支援事業費補助
金

55

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、
児童福祉法、障害者総合福祉推進事業費補助金交付要綱（国）

事業名
福祉総合システム（障害福祉システム）改修事業（こども未来部所管
分）

事業費総額 １１０ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉
法が一部改正され、令和6年4月1日から障害福祉サービス等の報酬改定が行われ
ることから、支給額等のデータ管理を円滑に行うとともに適正な運用に資する
ことを目的として、福祉総合システムを改修するものである。
（国補助：補助率1/2）

【改修概要】
　障害福祉サービス等の報酬改定に伴う改修

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　こども福祉課

3 2 1 説明 障害児福祉費

-
 
3
5
 
-



款 項 目 10 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施してい
る。

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　こども福祉課

3 2 1 説明 障害児福祉費

事業名 障害福祉サービス事業（介護給付費）

事業費総額 ７,１０９ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子ども福祉

基
本
方
針

障害児支援の充実
コード 221

根拠法令等 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
障害者自立支援給付費負担
金

3,554

本事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に
基づき、障害児が居宅における身辺の介護や短期入所等のサービスを利用した
場合に、その保護者へ給付費を支給することにより、障害児の日常生活を支援
し、保護者の負担軽減を図るものである。

当初見込みに比べ、居宅介護及び短期入所の利用件数が増加したことによ
り、予算額に不足が見込まれることから不足分について増額するものである。
（国・県負担：負担率　国1/2、県1/4)
 
　　　　　　　　　　　[当初] 　　　 [年度末見込]
　　  年間利用件数　 4,500件　　→　　5,508件

　　  年度末見込額　　　　44,197,000円
　　  当初予算額　 　 －）37,088,000円
　　  補正額　　　　　　   7,109,000円

　

17 県支出金
障害者自立支援給付費負担
金

1,777

計 5,331

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 31 介護給付費 7,109

計 7,109
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
3
6
 
-



款 項 目 10 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施してい
る。

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　こども福祉課

3 2 1 説明 障害児福祉費

事業名 障害児相談支援事業

事業費総額 １,１９８ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子ども福祉

基
本
方
針

障害児支援の充実
コード 221

根拠法令等 児童福祉法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金 障害児通所給付費等負担金 599

　本事業は、障害児が通所施設を利用するに当たり、支援利用計画等が必要と
なることから、その作成に対する費用を相談支援事業所に給付することにより
障害児の地域での自立した生活を支援するとともに、保護者の負担軽減を図る
ものである。
　当初見込みに比べ、児童発達支援及び放課後等デイサービスに係る利用件数
が増加したことにより、予算額に不足が見込まれることから不足分について増
額するものである。
（国・県負担：負担率　国1/2、県1/4)
　
　　　　　　　　　　 [当初] 　    [年度末見込]
　年間利用件数　　　 1,620件　 →　 1,680件

　年度末見込額　　　　　29,330,000円
　当初予算額　 　　 －）28,132,000円
　補正額　　　　　　     1,198,000円

17 県支出金 障害児通所給付費等負担金 299

計 898

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 34 障害児相談支援給付費 1,198

計 1,198
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
3
7
 
-



款 項 目 10 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

計 28,502

予算額(千円)

18 74 レスパイトケア事業費補助金 28,502

科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、障害児を日中一時的に預かる等の支援を行う事業所に対し、利用
に応じた補助金を交付することで、障害児の日常生活を支援し、家族等の精神
的及び身体的負担の軽減を図るものである。

医療的ケアが必要な重症心身障害児について、新たに1か所の事業所が受入れ
を開始したことに伴い利用が増加したため、予算額に不足が見込まれることか
ら、不足分について増額するものである。
 （県補助：補助率1/2）

　　　　　　　　　　　　　 　〔補正前見込〕  〔年度末見込〕
　日中一時支援事業利用件数  　　 3,600件　 → 　 4,590件
　
　年度末見込　　　　　　　　　　　67,364,000円
　予算現額　　　　　　　　　－）　38,862,000円
　補正額　　　　　　　　　　　　　28,502,000円

計 11,580

歳
　
　
　
出

歳
　
入

歳入
　他の自治体においても、同様の事業を行っている。

17

款 款 名 称

節 細節 細 　節 　名 　称

221

根拠法令等
所沢市障害児日中一時支援事業実施要綱、所沢市障害児の家族に
対するレスパイトケア事業実施要綱

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子ども福祉

基
本
方
針

説明 障害児福祉費

事業名 レスパイトケア事業

事業費総額 ２８,５０２ 千円

2 1

障害児支援の充実
コード

県支出金
在宅超重症心身障害児等の
家族に対するレスパイトケ
ア事業補助金

11,580

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　こども福祉課

3

-
 
3
8
 
-



款 項 目 11 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 20,889
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

17 01 庁用備品費 14,057

10 06 修繕料（施設） 6,026

11 01 通信運搬費 540

3,265

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 01 消耗品費 266

児童福祉法の改正により、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもたちを対象に
一体的かつ切れ目のない相談支援を行う機関として、こども家庭センターの設
置が規定された。これを受け、本市においても、所沢市保健センター内におい
て、令和6年4月からの開設を目指して準備を進めている。

本事業は、こども家庭センターの開設準備として執務環境の整備を行うもの
である。
 (国補助：補助率 国基準額の9/10)

【実施概要】
　・消耗品・備品の購入
　・カウンターの増設等の施設改修
　・こども相談センター事務用品等の運搬

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
子育て支援対策臨時特例交
付金

3,265

基
本
方
針

子育て家庭への支援の充実
コード 212

根拠法令等 児童福祉法

事業名 こども家庭センター開設準備事業（こども未来部所管分）

事業費総額 ２０,８８９ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子ども支援

県内では、戸田市において、こども家庭センターを設置している。他の自治
体においても、令和6年4月の設置に向けて、準備を進めている。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　こども支援課

3 2 1 説明 児童家庭相談費

-
 
3
9
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施している。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

保育に要する費用については、年齢や地域、定員等を踏まえ、国が毎年公定
価格を定めており、民間保育園委託料については、この公定価格に基づき、入
所者数等に応じて支払を行っている。

令和5年度人事院勧告で公定価格の人件費相当分が、令和5年4月に遡って増額
改定されることにより、予算額の不足が見込まれることから不足分について増
額するものである。
（国補助：補助率58.23/100・1/2、県負担：負担率1/4・20.885/100）

【対象施設】
　・市内民間保育園

    年度末見込額　　　　　　3,820,767,000円
　　当初予算額　　　　－）　3,679,515,000円
　　補正額　　　　　　　　　　141,252,000円

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　保育幼稚園課

3 2 2 説明 児童福祉運営費

事業名 民間保育園保育実施委託事業
なし

事業費総額 １４１,２５２ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子育て環境

基
本
方
針

就学前児童の保育の充実
コード 232

根拠法令等 子ども・子育て支援法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
子どものための教育・保育
給付交付金

49,335

17 県支出金
子どものための教育・保育
給付費負担金

22,996

計 72,331

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 31 民間保育園保育実施委託料 141,252

計 141,252
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

なし

歳出

-
 
4
0
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施している。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

保育に要する費用については、年齢や地域、定員等を踏まえ、国が毎年公定
価格を定めており、特定教育・保育施設（民間保育園を除く。）及び特定地域
型保育事業に係る給付費については、この公定価格に基づき、入所者数等に応
じて、利用者負担額を除いた額の支払を行っている。

令和5年度人事院勧告で公定価格の人件費相当分が、令和5年4月に遡って増額
改定されることにより、予算額の不足が見込まれることから不足分について増
額するものである。
（国補助：補助率58.23/100・1/2、県負担：負担率1/4・20.885/100）

【対象施設】
　・施設型給付：幼稚園、認定こども園、市外公立保育園
　・地域型保育給付：小規模保育事業、事業所内保育事業

    年度末見込額　　　　　　2,458,243,000円
　　当初予算額　　　　－）　2,377,668,000円
　　補正額　　　　　　　　　　 80,575,000円

歳入

なし

歳出

計 80,575
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 42 特定教育・保育施設等給付費負担金 80,575

13,118

41,261

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

17 県支出金
子どものための教育・保育
給付費負担金

千円

総合計画の体系

予算額(千円)

16 国庫支出金
子どものための教育・保育
給付交付金

28,143

子育て環境

基
本
方
針

就学前児童の保育の充実

2 2

コード 232

根拠法令等 子ども・子育て支援法

事業名 特定教育・保育施設等給付費負担金事業

事業費総額 ８０,５７５

説明 児童福祉運営費

章
子どもが大切
にされるまち

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　保育幼稚園課

3

-
 
4
1
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　県内ではさいたま市、川越市において同様の事業を実施している。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　保育幼稚園課

3 2 4 説明 保育園運営費

事業名 市立保育園運営事業（物価高騰対策）

事業費総額 １６,４６６ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子育て環境

基
本
方
針

就学前児童の保育の充実
コード 232

根拠法令等
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金制度要綱
（国）

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

16,466

本事業は、食材費の高騰を受け、保護者に負担を求めることなく、園児に給
食を提供するため、食材費の物価高騰分について予算の増額を行うものであ
る。
（国補助：補助率　定額）
　
　【実施概要】
　　園児1人当たりの給食費に食材費の物価高騰分を増額する。

　・対象施設：公立保育園19園
　　　　　　　4～9月平均在園児数1,919人

　・園児1人当たり給食食材費：月額5,500円

計 16,466

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 10 給食費 16,466

計 16,466
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
4
2
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

平成21年に導入した西所沢保育園の空調設備は老朽化が進むとともに、部品
の故障により、空調の出力が低下している。また、既に部品供給が終了し修理
が不可能な状況である。このことから、保育園施設の安全を確保し、適切な保
育環境を維持するため、空調設備を更新するものである。

なお、本事業は、令和5～7年度継続事業として改修工事を実施するものであ
る。

【継続費】
　・総　額：122,210千円
　・年割額：令和5年度　　　 0千円
　　　　　　令和6年度　77,000千円
　　　　　　令和7年度　45,210千円

＜実施スケジュール＞
　・令和5年度：契約及び調査
  ・令和6年度：キュービクル設置工事、空調設備更新工事
　・令和7年度：空調設備更新工事

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　保育幼稚園課

3 2 4 説明 保育園施設費

事業名 西所沢保育園空調設備改修事業

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 財政運営

基
本
方
針

公共施設マネジメントの推
進コード 754

根拠法令等 －
款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

計
節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

40,600
歳出 77,000 45,210

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款

　他の自治体においても、必要に応じて施設の改修を行っている。
歳入 69,300

計

-
 
4
3
 
-



款 項 目 05 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　県内の他の自治体においても、同様の事業を実施している。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　青少年課

3 2 4 説明 児童館運営費

事業名
放課後児童支援員等処遇改善事業（放課後児童健全育成事業（生活ク
ラブ）の一環）

事業費総額 １,４５２ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子育て環境

基
本
方
針

放課後児童クラブの充実
コード 233

根拠法令等
放課後児童健全育成事業実施要綱（国）、埼玉県放課後児童健全
育成事業費補助金交付要綱

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金 子ども・子育て支援交付金 484

本事業は、放課後児童支援員等の処遇改善のために賃金改善を行う事業者に
対して、改善相当分の経費を支給するものである。

令和5年度から債務負担行為を設定していたが、障害児加配職員の追加等によ
り、児童館生活クラブ支援員の賃金改善額の不足が見込まれる。

また、令和6年度以降も同様に賃金改善額の不足が見込まれることから、その
経費について債務負担行為の限度額を追加するものである。
（国・県補助：補助率　国1/3、県1/3）

【実施概要】
　・対象施設：児童館生活クラブ（2施設4支援単位）
　・支 給 額：常勤1人当たりの限度額　11,000円/月

【債務負担行為】
　・事　項：指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立まつば児童館・や
　　　　　　なぎ児童館）
　・期　間：令和6年度から令和9年度まで
　・限度額：5,808千円

17 県支出金
放課後児童健全育成事業費
補助金

484

計 968

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 31 児童館施設管理委託料 1,452

計 1,452
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

なし

歳入 968 968 968
歳出 1,452 1,452 1,452

-
 
4
4
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　他の自治体においても、同様の改修を実施する予定である。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 1,197
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

598

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 62 生活保護システム改修委託料 1,197

本事業は、国が実施している被保護者調査について、調査項目の見直しによ
り、令和6年4月から調査項目が変更されることとなったため、生活保護システ
ムを改修するものである。
（国補助：補助率1/2）

【改修概要】
被保護者調査月次調査における調査項目追加・移行、年次調査における調査

項目追加

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金 生活困窮者自立支援補助金 598

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 生活保護法、統計法

事業名 生活保護システム改修事業（被保護者調査調査項目追加等対応）

事業費総額 １,１９７ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 福祉部　生活福祉課

3 3 1 説明 生活保護事務費

-
 
4
5
 
-



款 項 目 04 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） ⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし　県内の他の自治体においても、同様の事業を実施している。

歳入
歳出

　本事業は、埼玉県地域保健医療計画に基づき、小児の第二次救急医療体制の
整備を目的として、県内に14地区設定されている第二次救急医療圏ごとに、各
市町村が病院群輪番制により実施している。
　所沢市、狭山市、入間市の3市で構成している所沢地区においては、県からの
補助金と3市からの負担金を合わせ、各病院（4病院）に補助金の交付を行って
いるが、利用実績の増加に伴い、各市の負担割合に変更が生じたことから、不
足分について増額するものである。

【積算根拠】
　　　　　　　　　　　　　　［令和3年度］      ［令和4年度］
　　・利用実績（所沢市）　　　　289人　　　→　　　467人

　　　　　　　　　　　　　　　［当初］　　　　　［変更後］
　　・負担率（所沢市）　　　　 38.48％　　→　　  38.73％

　　　　年度末見込額　　　　 3,266,342円
　　　　当初予算額　　　－） 3,247,000円
　　　　　　　　　　　　　　　  19,342円
　
　　　　補正額　　　　　　　　　20,000円

計 20
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 41 小児科救急医療病院群輪番制負担金 20

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

歳
　
　
　
出

節

千円

総合計画の体系

予算額(千円)

地域医療

基
本
方
針

救急医療の充実

1 1

コード 331

根拠法令等
所沢地区小児科救急医療病院群輪番制病院運営費補助に関する協定書、小児救急
医療医療施設運営費補助金交付要綱（県）

事業名 小児科救急医療病院群輪番制事業

事業費総額 ２０

説明 休日診療対策費

章
健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 健康推進部　保健医療課

4

-
 
4
6
 
-



款 項 目 06 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 4,678
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

102

10 06 修繕料（施設） 4,576

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 01 消耗品費

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

212

根拠法令等 児童福祉法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子ども支援

基
本
方
針

保健センター施設管理費

事業名 こども家庭センター開設準備事業（健康推進部所管分）

事業費総額 ４,６７８ 千円

1 説明

子育て家庭への支援の充実
コード

児童福祉法の改正により、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもたちを対象に
一体的かつ切れ目のない相談支援を行う機関として、こども家庭センターの設
置が規定された。これを受け、本市においても、所沢市保健センター内におい
て、令和6年4月からの開設を目指して準備を進めている。

本事業は、こども家庭センターの開設準備に伴い、健康管理課の事務スペー
ス確保のため、施設の修繕及び事務用品の購入を行うものである。
　
【実施概要】
  ・スチール書庫の購入
　・電源やネットワーク等の増設
　・照明器具の交換

　県内では、戸田市において、こども家庭センターを設置している。他の自治
体においても、令和6年4月の設置に向けて、準備を進めている。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 健康推進部　健康管理課

4 1

-
 
4
7
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・内容・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

がん検診の普及啓発
コード

各自治体においても、それぞれの状況に応じて検診の受診勧奨を行ってい
る。

本事業は、がん検診及び各種検診の受診者数及び受診率の向上を目的とし
て、年齢・性別・受診歴に応じて受診可能となる検診の案内通知と受診券を送
付するものである。

現在は、受診勧奨後、申し込みのあった方に受診券を送付しているが、年度
当初に受診券を一斉送付することで受診までの手続を簡略化し、市民の利便性
を高め、受診しやすい環境の整備を図るものである。なお、令和6年度早期に発
送するため、債務負担行為を設定するものである。

【検診の種類】
　・がん検診（胃、肺、大腸、乳、子宮頸、前立腺）
　・骨粗しょう症検診
　・成人歯科検診
　・肝炎ウイルス検診
　
【債務負担行為】
　・事項：封入封緘等業務委託料
　・期間：令和6年度まで
　・限度額：9,212千円

事  業  概  要  調  書

一般会計 健康推進部　健康管理課

4 1 保健事業費

事業名 封入封緘等業務委託事業（がん検診事業等の一環）

事業費総額 －　　

2 説明

323

根拠法令等 健康増進法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節
早期発見・疾
病予防

基
本
方
針

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

計

歳出 9,212

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

-
 
4
8
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

  羽生市、深谷市等において同様の事業を実施している。

事  業  概  要  調  書

一般会計 環境クリーン部　マチごとエコタウン推進課

4 1 3 説明 環境総務費

事業名 再生可能エネルギー普及推進事業

事業費総額 １９８ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 低炭素社会

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減コード 412

根拠法令等
所沢市脱炭素社会を実現するための条例、所沢市マチごとエコタ
ウン推進計画

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

20 繰入金
マチごとエコタウン推進基
金繰入金

198

本事業は、脱炭素社会の構築に向け、市域の再生可能エネルギーの利用を推
進するものである。

マチごとエコタウン所沢構想の先導的事業として建設したメガソーラー所沢
（太陽光発電施設）が令和6年2月末に10年のリース期間満了を迎え、その後は
市に無償譲渡されることから、近年多発しているケーブルの盗難被害による売
電への影響を低減させるため、令和6年3月1日から1年間の利益補償型保険に加
入するものである。

計 198

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 32 利益補償型保険料 198

計 198
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
4
9
 
-



款 項 目 01

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 環境クリーン部　マチごとエコタウン推進課

4 1 3 説明 環境総務費 ②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
  　神奈川県横須賀市、大阪府能勢町において、同様の事業を実施して
　いる。

③市民参加の実施の有無とその内容
　 なし

事業名 公共施設太陽光発電設備設置事業

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 低炭素社会

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減コード 412

根拠法令等
所沢市脱炭素社会を実現するための条例、所沢市マチごとエコタ
ウン推進計画

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、再生可能エネルギーの創出、電力使用に伴う二酸化炭素排出量削
減及び災害時のエネルギー供給の機能を発揮させることを目的とし、16の公共
施設に太陽光発電設備を設置するものである。

令和5年4月に完了した公共施設太陽光発電導入可能性調査の結果を受け、設
計・施工・維持管理業務を含めた包括リース方式により10年間のリース契約を
することから、債務負担行為を設定するものである。

【対象施設】
中富南コミュニティセンター、所沢市民文化センター、松井まちづくりセン

ター、所沢サン・アビリティーズ、老人憩の家こてさし荘、かしの木学園、わ
かば児童館、柳瀬保育園、保健センター、リサイクルふれあい館、収集管理事
務所、ラーク所沢、生涯学習推進センター、埋蔵文化財調査センター、教育セ
ンター、東所沢小学校

＜実施スケジュール＞
　・令和5年度：優先交渉権者決定・仮契約
　・令和6年度：契約締結・太陽光発電設備設置

【債務負担行為】
　・事　項：公共施設太陽光発電設備借料
　・期　間：令和6年度から令和16年度まで
　・限度額：956,971千円
　※環境省「地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自
    立・分散型エネルギー設備等導入推進事業（補助率1/2）」を活用予定

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出 47,849 95,697 95,697

-
 
5
0
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 67,100
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

67,100

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 72 スマートハウス化推進補助金 67,100

本事業は、所沢市脱炭素社会を実現するための条例及び所沢市マチごとエコ
タウン推進計画に基づき、温室効果ガスの排出割合が高い民生家庭・業務部門
におけるエネルギーの効率的な利用や再生可能エネルギーの導入等を推進する
ため、住宅の環境性能の向上や太陽光発電設備の導入等に係る経費の一部を助
成するものである。

当初見込みに比べ、家庭用の申請件数が大幅に増加したため、予算額の不足
が見込まれることから不足分について増額するものである。

　　　　　　　　　　　 　　〔当初〕　　　　　〔年度末見込〕
　家庭用の申請件数　　　　　1,044件　　　→　　　1,450件

  年度末見込額　　　　    188,000,000円
　当初予算額　　　　　－）120,900,000円
　補正額　　　　　　　　　 67,100,000円

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

20 繰入金
マチごとエコタウン推進基
金繰入金

67,100

基
本
方
針

地球温暖化緩和策の推進
コード 411

根拠法令等
所沢市脱炭素社会を実現するための条例、所沢市マチごとエコタ
ウン推進計画

事業名 スマートハウス化推進補助事業

事業費総額 ６７,１００ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 低炭素社会

　さいたま市、川口市、神奈川県横浜市において同様の事業を実施している。

事  業  概  要  調  書

一般会計 環境クリーン部　マチごとエコタウン推進課

4 1 3 説明 環境総務費

-
 
5
1
 
-



款 項 目 04 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出 75,569

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

本事業は、地域制緑地の指定をした緑地や市が購入又は寄附によって取得し
た緑地の自然環境や植生、景観を将来に引き継ぐため、樹木の剪定、除草等の
維持管理を行うほか、市民が安全にみどりと触れ合う場を提供するため、危険
木の伐採等を行うものである。

現在、本市で管理する緑地のほぼ全域で「ナラ枯れ」が発生しており、枯死
した樹木の倒木による人的被害やインフラ・家屋等への被害を防ぐことを目的
に、早期に伐採処理を行うため、債務負担行為を設定するものである。

【実施概要】
　・ナラ菌に感染した樹林地内樹木の伐採：615本

【債務負担行為】
　・事　項：市民の森等管理委託料（ナラ枯木伐採処理業務委託）
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：75,569千円

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

みどり・生物

基
本
方
針

みどりと水の保全
コード 423

根拠法令等
ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市市民の森設置要綱、所
沢市市民緑地設置要綱、所沢市まちなかみどり保全地区設置要綱

事業名 緑地管理整備推進事業
なし

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節

　他の自治体においても、被害状況に応じて同様の事業を実施している。

事  業  概  要  調  書

一般会計 環境クリーン部　みどり自然課

4 1 3 説明 みどり推進費

-
 
5
2
 
-



款 項 目 05 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

計 10,076

所沢市斎場光熱費等高騰対策支援金 10,076

計 10,076

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 71

所沢市斎場は、市民生活にとって必要不可欠な施設であるが、原油価格及び
物価の高騰による影響を大きく受けている。

本事業は、同施設の事業の継続と経営の維持を支援し、市民生活等への影響
を軽減することを目的に、運営事業者に対し支援金を交付するものである。
（国補助：補助率　定額）

【実施概要】
　・運営事業者:公益財団法人所沢市公共施設管理公社
　・支援金額　:光熱費等の予算額と年度末見込額の差額の8割の金額
 
　　年度末見込額　　　　　　　46,614,608円
　　当初予算額　　　　　　－）34,020,000円
　　差額　　　　　　　　　　　12,594,608円
　
　　補正額（差額×8割）　　　 10,076,000円

　

予算額(千円)

16 国庫支出金
新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

10,076

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

財政運営

基
本
方
針

公共施設マネジメントの推
進コード 754

根拠法令等
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金制度要綱
（国）

事業名 所沢市斎場光熱費等高騰対策支援事業
なし

事業費総額 １０,０７６ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

　県内では、上尾市において同様の事業を実施する予定である。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　市民課

4 1 3 説明 斎場運営費

-
 
5
3
 
-



款 項 目 03

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

③市民参加の実施の有無とその内容
なし

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 環境クリーン部　東部クリーンセンター

4 2 2 説明 東部クリーンセンター費

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

事業名 東部クリーンセンター長期包括運営事業

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節

本事業は、東部クリーンセンターにおいて、施設の運転管理、用役調達、維
持補修等の施設運営業務を包括的に委託するものである。本事業により、安定
した質の高い施設運営及び用役等調達コストの削減並びに施設運営の効率性の
向上を図ることができる。

この度、物価変動に伴い、令和6年度長期包括運営業務委託料の既契約額に不
足が生じることから、東部クリーンセンター長期包括運営業務委託契約書約款
第47条の規定に基づき変更契約を行うため、債務負担行為を設定するものであ
る。

【これまでの主な取組】
　・ストックマネジメント計画策定 　　　　　　　　　　　（平成26年度)
　・長期包括運営委託及び同委託に係るモニタリング業務委託
                                                   （平成30年度から)
  ・長期包括運営委託に家庭ごみ等受入業務を追加　　  (令和 5年度から)

【債務負担行為】
　〇既契約分
　　・事　項：東部クリーンセンター長期包括運営業務委託料
　　・期　間：平成30年度から令和17年度まで
　　・限度額：固定費26,665,257千円及び変動費（ごみ処理量に応じた処理
              費）を合計した額に消費税及び地方消費税を加えた額

計

循環型社会

基
本
方
針

ごみの適正な処理の推進
コード 433

根拠法令等

計

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出 1,894,093 1,815,569 1,851,654

　〇変更契約分（令和5年度設定分）
　　・事　項：東部クリーンセンター長期包括運営業務委託料
　　・期　間：令和6年度まで
　　・限度額：固定費67,376千円と変動費の追加額を合計した額に消
　　　　　　　費税及び地方消費税を加算した額

【長期包括運営事業実施状況】
　・三重県鈴鹿市：鈴鹿市清掃センター（17年間）
　・鳥取県米子市：米子市クリーンセンター（15年間）
  ・岡山県倉敷市：水島清掃工場（21年間）

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

歳
　
入

歳
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

-
 
5
4
 
-



款 項 目 04 ②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳

入

歳

　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

1,130,189 1,150,200

令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

433

根拠法令等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

本事業は、西部クリーンセンターにおいて、施設の運転管理、用役調達、維
持補修等の施設運営業務を包括的に委託するものである。本事業により、安定
した質の高い施設運営及び用役等調達コストの削減並びに施設運営の効率性の
向上を図ることができる。

この度、物価変動に伴い、令和6年度長期包括運営業務委託料の既契約額に不
足が生じることから、西部クリーンセンター長期包括運営業務委託契約書約款
第44条の規定に基づき契約変更を行うため、債務負担行為を設定するものであ
る。

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

款

令和6年度(千円)

歳出 1,121,600

－　　

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 循環型社会

基
本
方
針

ごみの適正な処理の推進
コード

事  業  概  要  調  書

一般会計 環境クリーン部　西部クリーンセンター

4 2 2 説明 西部クリーンセンター費

事業名 西部クリーンセンター長期包括運営事業

事業費総額

【長期包括運営事業実施状況】※延命化工事含まない。
　・千葉県浦安市：クリーンセンター（10年間）
　・富山県射水市：クリーンピア射水（5年間）
  ・高知県四万十町：クリーンセンター銀河（10年間）

計

計

【これまでの主な取組】
　・長期包括運営委託契約締結 　　　　　　　　　　　　　  (平成29年度)
　・長期包括運営委託及び同委託に係るモニタリング業務委託 (平成30年度から)
　・長期包括運営委託に市民持込ステーション受入業務を追加（令和 6年度から)

【債務負担行為】
　〇既契約分
　　・事　項：西部クリーンセンター長期包括運営業務委託料
　　・期　間：平成30年度から令和13年度まで
　　・限度額：固定費12,054,000千円及び変動費(ごみ処理量に応じた処理費)
　　　　　　　を合計した額に消費税及び地方消費税を加えた額

  〇変更契約分（令和5年度設定分）
　　・事　項：西部クリーンセンター長期包括運営業務委託料
　　・期　間：令和6年度まで
　　・限度額：固定費24,148千円と変動費の追加額を合計した額に消費税及び
　　　　　　　地方消費税を加算した額

-
 
5
5
 
-



款 項 目 06 ②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

説明 一般廃棄物最終処分場整備費

章
みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 環境クリーン部　資源循環推進課

4 2 2

コード 433

根拠法令等
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄物の減量及び適
正処理に関する条例、下水道法

事業名 第２一般廃棄物最終処分場整備事業（施工時期の平準化等）

事業費総額 －　　

総合計画の体系
循環型社会

基
本
方
針

ごみの適正な処理の推進

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

栃木県宇都宮市の屋根付きの最終処分場（エコパーク下横倉）
において、同様に公共下水道への放流を行っている。

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

添付資料
　・南永井3号幹線下水管布設工事（6-1）案内図

歳入
歳出 119,075 275

本事業は、第2一般廃棄物最終処分場から発生する浸出水等を下水道放流する
ことから、下水道の新設整備を実施するものである。

この度、令和6年度工事の発注時期及び施工時期等を平準化し、施工体制の効
率化や工事の品質確保等を図るため、債務負担行為を設定するものである。

あわせて、自課で管理している車両について、令和6年3月末でリース契約が
終了することから、事業終了年度となる令和7年度までの契約を行うため、債務
負担行為を設定する。

【第2一般廃棄物最終処分場整備事業】
　　事業期間：平成11年度～令和7年度

【債務負担行為】
　・事　項：自動車借料（第2一般廃棄物最終処分場整備事業分）
　・期　間：令和6年度から令和7年度まで
　・限度額：550千円

　・事　項：第2一般廃棄物最終処分場整備事業下水道整備負担金
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：118,800千円

No. 工事名 工事内容 延長
1 南永井3号幹線下水管布設工事（6-1） 下水管布設 442m

-
 
5
6
 
-



 

南永井３号幹線下水管布設工事(６－１) 案内図 
 

   第２一般廃棄物 

最終処分場予定地 

-
 
5
7
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 16,500
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 06 修繕料（施設） 16,500

本事業は、交通事故の多い危険箇所における通行の安全性を確保するため、
道路反射鏡等の道路安全施設を設置するとともに適切な管理を行うものであ
る。

令和3年6月に千葉県八街市で発生した通学路における児童の死傷事故を受
け、埼玉県では令和4年度から令和8年度までの5か年にわたって通学路の安全対
策を行う計画を立て、実施している。

しかしながら、令和5年4月、第4回交通安全対策に関する関係閣僚会議で、暫
定的な安全対策の実施を含め、令和5年度末までに通学路合同点検対象の全てに
おいて安全対策を講じることを目指すよう取り組むこととされた。

このため、本市においても令和6年度から令和8年度に実施を予定していた通
学路の安全対策を令和5年度末までに前倒しして実施するものである。

【実施概要】
　・道路区画線の再標示：24か所

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

交通安全

基
本
方
針

交通環境の整備
コード 183

根拠法令等
道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基準等を定める条例、所沢市移動等円滑
化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例、交通安全対策基本法

事業名 道路安全施設整備事業
なし

事業費総額 １６,５００ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節

　他の自治体においても、必要に応じ、同様の事業を実施している。

事  業  概  要  調  書

一般会計 建設部　道路維持課

8 2 1 説明 道路安全施設整備費

-
 
5
8
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

歳出 37,448

令和6年度(千円)

添付資料
　・案内図（市道2-4号線、市道4-197号線、市道5-3号線）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

計
節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

道路

基
本
方
針

道路環境の維持
コード 635

根拠法令等 道路法、道路構造令

事業名 道路施設維持管理事業（施工時期の平準化）
なし

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節

本事業は、市民からの要望等による緊急修繕工事及び経年劣化が著しい道路
の計画的な舗装補修工事を行い、道路の保全及び道路利用者の安全を確保する
ものである。

なお、令和6年度工事の発注時期及び施工時期等を平準化し、施工体制の効率
化や工事の品質確保等を図るため、債務負担行為を設定するものである。

【債務負担行為】
　・事  　項：道路維持補修工事（市道2-4号線・市道4-197号線・市道5-3
              号線）
　・期　  間：令和6年度まで
　・限 度 額：37,448千円

事  業  概  要  調  書

一般会計 建設部　道路維持課

8 2 2 説明 道路維持修繕費

　他の自治体においても、同様の事業を実施している。

3

2

1

No.

　市道5-3号線舗装補修工事

幅　員

　市道4-197号線舗装補修工事

　市道2-4号線舗装補修工事

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
　
　
出

工　事　名

140.0ｍ

127.0ｍ

160.0ｍ

延　長

6.0ｍ

8.6～13.0ｍ

2.85～7.70ｍ

-
 
5
9
 
-



-
 
6
0
 
-



-
 
6
1
 
-



-
 
6
2
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

歳入

　他の自治体においても、河川の拡幅に伴う橋の架け替えを行っている。
歳出 150,000

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

低炭素社会

基
本
方
針

気候変動の影響への適応
コード 413

根拠法令等 道路法、河川法、土地収用法

事業名 所沢市総合治水対策事業（清柳橋改築事業）（施工時期の平準化）
なし

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 建設部　道路建設課

8 2 5 説明 橋りょう新設改良費

添付資料
　・市道1-900号線改良舗装工事 案内図

本市を流域に持つ柳瀬川については、埼玉県が河川整備を進めている。しか
し、東川との合流点前後区間は、所沢市と清瀬市が管理者である清柳橋が妨げ
となり、これまで進めてきた柳瀬川と東川の河川整備の効果が十分に発揮でき
ない状況である。

本事業は、今後の浸水被害の軽減を図るために、道路管理者である所沢市と
清瀬市及び河川管理者である埼玉県とともに、当該橋りょうの改築及び接続す
る市道1-900号線の道路改良工事に取り組むものである。

なお、令和6年度工事の発注時期及び施工時期等を平準化し、施工体制の効率
化や工事の品質確保等を図るため、債務負担行為を設定するものである。

【債務負担行為】
　・事　項：道路改良等舗装新設工事（市道1-900号線）
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：150,000千円

No. 工　事　名 幅　員 延　長

1 市道1-900号線改良舗装工事 9.5ｍ 200.0ｍ

-
 
6
3
 
-



　工事箇所　

　所沢市総合治水対策事業（清柳橋改築事業）　
　市道1-900号線（大字城地内）　案内図　

城橋

城下橋

清柳橋

滝の城址公園

清瀬水再生センター

テニスコート

下宿第二運動公園

一
般
県
道
所
沢
青
梅
線大字坂之下

大字城

東
川

柳
瀬
川

関
越
自
動
車
道

清瀬市

-
 
6
4
 
-



款 項 目 03

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等) ②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

③市民参加の実施の有無とその内容

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

本事業は、住まいと駅周辺の都市拠点を結ぶ公共交通ネットワークの構築に
向けた取組として、地域循環乗合ワゴン「ところワゴン」の実証運行を行うも
のである。

ところワゴンの運行方式は、タクシー事業者と運行協定を締結し、運行によ
る損失分を市が補償するものであり、令和6年度においても引き続き運行協定を
締結するため、債務負担行為を設定するものである。

あわせて、安定的な運行を行うとともに、富岡地区のルート及び便数の増加
に対応するため車両を早期に購入する必要があることから、債務負担行為を設
定する。

【実施概要】
　・三ケ島地区（3コース）、柳瀬地区（2コース）、富岡地区上半期（2コー
　　ス）、下半期（3コース）
　・タクシー事業者にワゴンの運行を委託

【債務負担行為】
　・事　項：ところワゴン運行に関する協定書に基づく損失補償（三ケ島地区）
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：33,291千円

　・事　項：ところワゴン運行に関する協定書に基づく損失補償（柳瀬地区）
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：36,312千円

　・事　項：ところワゴン運行に関する協定書に基づく損失補償
　　　　　　（富岡地区）
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：26,889千円
　
　・事　項：自動車購入費
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：8,265千円

県内では、飯能市、入間市、坂戸市等においてコミュニティバ
スの改編及び新たな交通手段（乗合ワゴンの運行）を導入してい
る。

公募市民を含む外部委員等により構成される所沢市地域公共交
通協議会により、本市の地域公共交通施策について意見を聴取す
るほか、交通不便地域における地域住民との意見交換会を開催す
る。

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

章
自然と調和す
る住みよいま
ち

節
コード 641

事  業  概  要  調  書

一般会計 街づくり計画部　都市計画課

8 4 1 説明 交通政策費

根拠法令等
交通政策基本法、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律、
道路運送法

事業名 地域循環乗合ワゴン（ところワゴン）実証運行事業

事業費総額 －　　

総合計画の体系
交通政策

基
本
方
針

交通政策の推進と公共交通
の充実

計
節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

款
歳
　
入

歳
　
出

款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

計

歳出 104,757

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

-
 
6
5
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出 178,898

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

641

根拠法令等
交通政策基本法、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律、
道路運送法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節 交通政策

基
本
方
針

説明 交通政策費

事業名 市内循環バス（ところバス）運行事業

事業費総額 －　　

交通政策の推進と公共交通
の充実コード

本事業は、高齢者や障害者等の交通弱者対策、交通不便地の解消及び公共施
設の利便性の向上を図ることを目的に、平成10年度より実施しているものであ
る｡

ところバスの運行方式は、路線バス事業者と運行協定を締結し、運行による
損失分を市が補償するものであり、令和6年度においても引き続き運行協定を締
結するため債務負担行為を設定するものである。

【実施概要】
　・主に市内の公共施設を結びながら、市内を循環する東西南北の4路線6コー
　　スにおいて1日69便を運行
  ・路線バス事業者にバスの運行を委託

【債務負担行為】
　・事　項：市内循環バス運行に関する協定書に基づく損失補償
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：178,898千円

近隣市では、川越市において、本市と同規模の市内循環バス運行事業を実施
している。

　所沢市地域公共交通協議会への公募による委員の参加

事  業  概  要  調  書

一般会計 街づくり計画部　都市計画課

8 4 1

-
 
6
6
 
-



款 項 目 05 ③市民参加の実施の有無とその内容

　

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 街づくり計画部　所沢駅西口区画整理事務所

8 4 2 説明 所沢駅ふれあい通り線道路築造費

事業名 所沢駅ふれあい通り線道路築造事業（１工区）
関係権利者、住民への説明会等を行い、事業に対する理解と協

力を得ながら事業を進めている。

事業費総額 △１４，４４６ 千円

621

根拠法令等
都市計画法、道路法、踏切道改良促進法、社会資本整備総合交付
金交付要綱（国）

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

  多くの自治体において、都市計画道路の整備を行っている。

節 市街地整備

基
本
方
針

所沢駅周辺のにぎわいのあ
るまちづくりの推進

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

歳
　
入

款 款 名 称

23 市債

計

コード

科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金 踏切道改良計画事業補助金 △16,500 

所沢駅ふれあい通り線道路
築造事業債

18,000

1,500 

歳
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 05 不動産鑑定料 △1,887 

12 51 登記委託料 △2,559 

14 31 道路築造工事 20,000

18 42
所沢駅ふれあい通り線立体交差工事
負担金

△30,000 

△14,446 
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

本事業は、主要地方道東京所沢線から所沢駅東口のくすのき台交差点までの
延長780mの都市計画道路所沢駅ふれあい通り線のうち、県道久米所沢線から東
村山第7号踏切（大踏切）の通りである市道1‐525号線までの延長約200ｍにつ
いて建設を進めるものである。

所沢駅ふれあい通り線立体交差工事負担金に対する国庫補助金の当初内示が
少なく、追加が見込めないことから、国庫補助金に基づく負担金を減額し、事
業の円滑な推進の観点から、負担金の減額に伴い施工できない工事の一部を市
の工事として実施するため、道路築造工事費を増額するものである。

また、当初予定していた用地取得が見込めないことから、不動産鑑定料及び
登記委託料を減額するものである。

なお、事業の実施に当たっては、事業予算の一部を令和6年度に繰越明許する
ものである。

歳入
歳出

計

-
 
6
7
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

事  業  概  要  調  書

一般会計 建設部　公園課

8 4 3 説明 公園費

事業名 公園維持管理事業（施工時期の平準化等）
なし

事業費総額 １,４２８ 千円

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 みどり・生物

基
本
方
針

みどりと水の保全
コード 423

根拠法令等 都市公園法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

計

16

科 目 名 称 予算額(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 05 不動産鑑定料 178

54 滝の城址公園用地購入費 1,250

計 1,428
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円)

なし

歳出 15,983

歳入
令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

本事業は、大谷公園及び西前公園において老朽化に伴い撤去した遊具に替わ
る新しい遊具を設置するものである。

この度、令和6年度工事の発注時期及び施工時期等を平準化し、施工体制の効
率化や工事の品質確保等を図るため、債務負担行為を設定するものである。

あわせて、滝の城址公園内の未買収地について、地権者から買取りの要望が
示されたことから、既存の公園用地と一体で維持管理を行うため、用地を取得
する。
　
【債務負担行為】
　・事　項：公園施設整備工事（公園遊具設置工事）
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：15,983千円

【取得用地概要】
　・所在：所沢市大字城地内
　・面積：100㎡

　他の自治体においても、同様の事業を実施している。

-
 
6
8
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

23

△17,600 
社会資本整備総合交付金
（所沢駅周辺地区都市再生
整備計画事業）

国庫支出金16

計 83,000
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

歳
　
　
　
出

12 62

歩行者ネットワーク整備工事 50,000

細 　節 　名 　称

○歩行者デッキの整備と駅前広場の整備を行っている近隣自治体
　・川越市：川越駅西口

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

予算額(千円)

△9,000 

14 32

科 目 名 称 予算額(千円)

14 39 所沢駅西口周辺交差点改良工事 42,000

計 77,800
節 細節

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

都市再生整備計画事後評価作成業務
委託料

95,400
所沢駅西口地区まちづくり
事業債

市債

歳
　
入

款 款 名 称

コード 621

根拠法令等
都市計画法、都市再生特別措置法、社会資本整備総合交付金交付
要綱（国）

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

所沢駅西口地区については、本市の表玄関にふさわしい魅力と活力ある街を
創出するため、所沢駅西口土地区画整理事業との一体的施行による所沢駅西口
北街区第一種市街地再開発事業を行うとともに、計画的な土地利用の誘導によ
るまちづくりを進めている。また、人を中心にしたまちづくりの実現に向け、
駅周辺の回遊性の向上を目指した歩行者デッキの整備とともに、所沢駅西口駅
前広場の整備の検討を進めている。

歩行者デッキＣの整備に当たり、広域集客型商業施設の工事進捗に伴う仮設
箇所の変更並びに人件費及び資材の高騰により予算額に不足が生じたことか
ら、歩行者ネットワーク整備工事費を増額するものである。

あわせて、令和6年秋に広域集客型商業施設が開業するに当たり、所沢駅西口
周辺の信号機の連携やケーブルの埋設等の交差点改良が必要となったことか
ら、所沢駅西口周辺交差点改良工事費を増額するものである。

また、都市再生整備計画の事後評価は、歩行者ネットワーク整備工事が完了
する令和6年度に実施することとなったため、都市再生整備計画事後評価作成業
務委託料を減額するものである。

なお、事業の実施に当たっては、事業予算の一部を令和6年度に繰越明許する
ものである。
　

節 市街地整備

基
本
方
針

所沢駅周辺のにぎわいのあ
るまちづくりの推進

事業名 所沢駅西口地区まちづくり事業
関係権利者、住民への説明会等を行い、事業に対する理解と協

力を得ながら事業を進めている。

事業費総額 ８３,０００ 千円

事  業  概  要  調  書

一般会計 街づくり計画部　所沢駅西口区画整理事務所

8 4 6 説明 中心市街地整備費

-
 
6
9
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出 37,345

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

本事業は、老朽化する自動昇降機について、所沢市公共施設長寿命化計画に
基づいて計画的に整備し、施設の安全上適正な管理を図るものである。

なお、令和6年度工事の発注時期及び施工時期等を平準化し、施工体制の効率
化や工事の品質確保等を図るため、債務負担行為を設定するものである。

【債務負担行為】
　・事　項：施設改修工事（教育センター新館自動昇降機改修工事）
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：37,345千円

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

財政運営

基
本
方
針

公共施設マネジメントの推
進コード 754

根拠法令等 所沢市公共施設長寿命化計画

事業名 教育センター新館自動昇降機改修事業（施工時期の平準化）
なし

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

　他の自治体においても、施設修繕を計画的に実施している。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 学校教育部　教育センター

10 1 5 説明 教育センター費

-
 
7
0
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体においても、施設修繕を計画的に実施している。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　教育施設課

10 2 1 説明 小学校施設維持管理費

事業名 小学校施設整備事業（施工時期の平準化）
なし

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 財政運営

基
本
方
針

公共施設マネジメントの推
進コード 754

根拠法令等 所沢市公共施設長寿命化計画

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、老朽化する受変電設備について、所沢市公共施設長寿命化計画に
基づいて計画的に整備し、施設の安全上適正な管理を図るものである。

なお、令和6年度工事の発注時期及び施工時期等を平準化し、施工体制の効率
化や工事の品質確保等を図るため、債務負担行為を設定するものである。

【債務負担行為】
　・事　項：施設改修工事（所沢小学校受変電設備改修工事）
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：59,290千円

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出 59,290

-
 
7
1
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体においても、施設修繕を計画的に実施している。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　教育施設課

10 3 1 説明 中学校施設維持管理費

事業名 中学校施設整備事業（施工時期の平準化）
なし

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 財政運営

基
本
方
針

公共施設マネジメントの推
進コード 754

根拠法令等 所沢市公共施設長寿命化計画

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、老朽化する受変電設備について、所沢市公共施設長寿命化計画に
基づいて計画的に整備し、施設の安全上適正な管理を図るものである。

なお、令和6年度工事の発注時期及び施工時期等を平準化し、施工体制の効率
化や工事の品質確保等を図るため、債務負担行為を設定するものである。

【債務負担行為】
　・事　項：施設改修工事（狭山ケ丘中学校受変電設備改修工事）
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：39,919千円

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出 39,919

-
 
7
2
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入 21,400
歳出 28,650

計 19,101
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

19,101

計 14,300

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

14 01 施設改修工事

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

23 市債 公民館施設整備事業債 14,300

754

根拠法令等
社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢市立公民館
設置及び管理条例施行規則

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

富岡公民館は、昭和62年の開設後36年が経過し、経年劣化により階下のホー
ル等に雨漏りが生じている。令和5年6月には防水シートの亀裂部分の改修工事
を行ったが、雨漏りは解消せず、利用者の安全及び施設提供に引き続き支障を
きたしている。

本事業は、施設の安全上適正な管理を図るため、屋上防水の改修工事を行う
ものである。
　なお、本事業については令和5・6年度継続事業として実施するものである。

＜実施スケジュール＞
　・令和5年度：南棟　既存防水シートの撤去
　　　　　　　 北棟　エバーコート（雨漏り対策）塗装
　・令和6年度：南棟　改質アスファルトシート防水の新設
　　　　　　 　北棟　ウレタン塗膜防水（増塗り）新設

【継続費】
　・総　額：47,751千円
　・年割額：令和5年度　19,101千円
　　　　　　令和6年度　28,650千円

　他の自治体においても、施設修繕を計画的に実施している。

財政運営

基
本
方
針

公民館施設維持管理費

事業名 富岡公民館屋上防水改修事業

事業費総額 １９,１０１ 千円

公共施設マネジメントの推
進コード

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　社会教育課

10 5 2 説明

-
 
7
3
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　社会教育課

10 5 2 説明 公民館施設維持管理費

事業名 公民館施設整備事業（施工時期の平準化）
なし

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 財政運営

基
本
方
針

公共施設マネジメントの推
進コード 754

根拠法令等 所沢市公共施設長寿命化計画

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、老朽化する受変電設備について、所沢市公共施設長寿命化計画に
基づいて計画的に整備し、施設の安全上適正な管理を図るものである。

なお、令和6年度工事の発注時期及び施工時期等を平準化し、施工体制の効率
化や工事の品質確保等を図るため、債務負担行為を設定するものである。

【債務負担行為】
　・事　項：施設改修工事（三ケ島公民館受変電設備改修工事）
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：56,067千円

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)  他の自治体においても、施設修繕を計画的に実施している。

なし

歳出 56,067

歳入

-
 
7
4
 
-



款 項 目 04 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　文化財保護課

10 5 4 説明 埋蔵文化財調査センター費

事業名 埋蔵文化財調査センター空調設備改修事業（施工時期の平準化）
なし

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

魅力・元気・
文化を誇れる
まち

節
文化芸術・伝
統文化

基
本
方
針

文化財の保護・活用
コード 562

根拠法令等 ―

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

埋蔵文化財調査センターは平成6年に開設した施設であり、空調設備は30年が
経過し、経年劣化による不具合が生じている。

本事業は施設の安全上適正な管理を図るため、令和5年6月に故障により動作
停止した整理作業室の空調設備の改修を行うものである。

なお、令和6年度工事の発注時期及び施工時期等を平準化し、施工体制の効率
化や工事の品質確保等を図るため、債務負担行為を設定するものである。

【債務負担行為】
　・事　項：施設改修工事（埋蔵文化財調査センター整理作業室空調設備改修
            工事）
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：15,113千円

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　他の自治体においても、施設修繕を計画的に実施している。

歳出 15,113

歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
7
5
 
-



款 項 目 05 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 400
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 71 各種スポーツ大会参加補助金 400

科 目 名 称 予算額(千円)
根拠法令等 スポーツ基本法、所沢市各種スポーツ大会参加補助金交付要綱

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

計

節 スポーツ推進

基
本
方
針

スポーツ活動の支援と環境
整備コード 353

体育事業費

事業名 各種スポーツ大会参加補助事業
なし

事業費総額 ４００ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

本事業は、市民のスポーツ振興に寄与するため、アマチュアの各種スポーツ
大会において、埼玉県代表として関東大会又は全国大会に、日本代表として国
際大会にそれぞれ参加する個人又は団体に対し、それに要する経費の一部を補
助するものである。

当初見込みに比べ、申請件数が増加したことにより予算額の不足が見込まれ
ることから不足分について増額するものである。

【交付限度額】
　・個人又は9人以下の団体：1人当たり1万円
　・10人以上の団体　　　 ：1団体当たり10万円
　
　年度末見込額　　　 1,200,000円
　当初予算額　　－）　 800,000円
　補正額　　　　　　　 400,000円

川越市、草加市、入間市、ふじみ野市において、同様に補助金や奨励金によ
るスポーツ推進を図っている。

事　業　概　要　調　書

一般会計 教育総務部　スポーツ振興課

10 6 1 説明

-
 
7
6
 
-



款 項 目 04

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
添付資料
　　・事業スキーム図

本事業は、再生可能エネルギーの創出と電力使用における二酸化炭素排出量
削減を目的とし、新たに設置する第2学校給食センターに電力購入契約（ＰＰＡ
方式）による太陽光発電設備を設置するものである。

ＰＰＡ方式では、20年間の契約期間中固定の契約単価で電力を購入すること
から、債務負担行為を設定するものである。
  なお、本事業は、環境クリーン部と合同で実施するものである。

※電力購入契約（ＰＰＡ方式）
ＰＰＡ事業者が市の施設に太陽光発電設備を設置する。発電した電気は市が

ＰＰＡ事業者から固定の契約単価で購入して使用し、契約期間終了後の当該設
備は市の所有となる。

＜実施スケジュール＞
　・令和6年1月　 ：契約締結
　・令和6年7～8月：太陽光発電設備設置

【債務負担行為】
　・事　項：光熱水費（第2学校給食センターＰＰＡ事業分）
　・期　間：令和6年度から令和26年度まで
　・限度額：88,940千円

さいたま市、入間市、新座市、神奈川県横浜市、小田原市等多数の自治体で
同様の事業を実施している。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 学校教育部　保健給食課

10 6 3 説明 学校給食施設費 ③市民参加の実施の有無とその内容
　 なし

事業名 ＰＰＡ方式による第２学校給食センター太陽光発電設備設置事業

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 低炭素社会

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減コード 412

根拠法令等
所沢市脱炭素社会を実現するための条例、所沢市マチごとエコタ
ウン推進計画

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

計

科 目 名 称 予算額(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出 2,730 4,656 4,632

-
 
7
7
 
-



①ＰＰＡ事業者が太陽光発電設備を設置し、
契約期間中設備を所有・維持管理する

ＰＰＡ事業者

電力会社第2学校給食センター

ＰＰＡ方式による第２学校給食センター太陽光発電設備設置事業 事業スキーム図

￥
￥

②発電した電気を
施設で自家消費 余剰電力

導入前後の電気料金イメージ

発電分

導入後

電力会社から
購入

ＰＰＡ事業者
から購入

全量を
電力会社から
購入

導入前

※この事業のスキーム図はＰＰＡ方式の概要を表したもので、事業者の提案によっては、実際と異なる場合がある。

-
 
7
8
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

説明 学校給食運営費

章
子どもが大切
にされるまち

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 学校教育部　保健給食課

10 6 3

コード 254

根拠法令等
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金制度要綱
（国）

事業名 小中学校給食費保護者負担軽減事業

事業費総額 ２６７,６６３ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

16 国庫支出金
新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

221,985

学校教育

基
本
方
針

健やかな体の育成

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

221,985
細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 02 手数料 293

45
小中学校給食費保護者負担軽減補助
金

267,37018

なし

計 267,663
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節

本事業は、エネルギーや食料品等の物価高騰の影響を受けやすい子育て世帯
の負担軽減を図るため、学校給食費の保護者負担分を3か月無償とするものであ
る。
（国補助：補助率　定額）
　
【実施概要】
　・対　象：市立小中学校に児童生徒が在籍している世帯
　・期　間：令和6年1月から3月まで
　・補助額：小学校　173,644,950円
　　　　　　中学校　 93,273,120円
　　　　　　保護者※　　451,220円
　　　　　　　計　  267,369,290円
　
　※アレルギー等で弁当持参の児童生徒がいる世帯は、給食費相当額を保護者
    口座に振り込むことで対応する。

県内では、本庄市、入間市、富士見市等において同様の事業を実施してい
る。 歳入

歳出

-
 
7
9
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

【近隣自治体における市街地再開発事業と一体的施行の土地区画整理事業】
　・東京都中央区：湊二丁目東土地区画整理事業
　・東京都中野区：中野二丁目土地区画整理事業

歳入
歳出

計 △1,800 
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

14 31 道路新設工事 16,200

18 42 電線共同溝等工事負担金 △120,000 

52 電線共同溝施工等業務委託料 97,000

12 53 直接施行等物件移転支援業務委託料 5,000

施行者管理地使用料 4,200

計 △1,800 

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12

一般会計繰入金 6,100

3 市債
所沢駅西口土地区画整理事
業債

47,900

科 目 名 称 予算額(千円)

1 国庫支出金 社会資本総合整備交付金 △60,000 

章
自然と調和す
る住みよいま
ち

歳
　
入

款 款 名 称

2 繰入金

6 諸収入

所沢駅西口土地区画整理事業については、本市の表玄関にふさわしい魅力と
活力ある街を創出するため、所沢駅西口北街区第一種市街地再開発事業との一
体的施行を行うなど、にぎわいと良好な住環境が両立する都市基盤の整備を進
めている。

電線共同溝等工事負担金に対する国庫補助金の当初内示がなく、追加が見込
めないことから、同負担金を全額減額し、電線共同溝の宅地までの引き込み管
等の整備に要する電線共同溝施工等業務委託料を増額するものである。

また、移転に難色を示している借家人がいることから、施行者が土地区画整
理法第77条に基づき直接施行を実施できるよう、直接施行等物件移転支援業務
委託料を増額するとともに、令和6年秋に広域集客型商業施設が開業するに当た
り、所沢駅ふれあい通り線と区画道路12-1号線の交差点に信号機が設置できる
こととなったため、道路新設工事費を増額するものである。

コード 621

根拠法令等
土地区画整理法、都市計画法、都市再開発法、所沢都市計画事業
所沢駅西口土地区画整理事業施行に関する条例

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

節 市街地整備

基
本
方
針

所沢駅周辺のにぎわいのあ
るまちづくりの推進

総合計画の体系

事業名 所沢駅西口土地区画整理事業
関係権利者、住民への説明会や戸別訪問等を行い、事業に対す

る理解と協力を得ながら事業を進めている。

事業費総額 △１,８００ 千円

事  業  概  要  調  書

所沢駅西口会計 街づくり計画部　所沢駅西口区画整理事務所

1 1 2 説明 事業費

-
 
8
0
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 2,964
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 64 税系システム改修委託料 2,964

国民健康保険税の算定において、令和6年1月から出産被保険者に係る産前産
後期間の所得割額及び均等割額の軽減措置が講じられる。

本事業は、申請のあった被保険者の軽減額を算定するため、システムを改修
するものである。

【改修概要】
　・賦課計算機能の追加、システム画面の変更及び出力帳票の修正

＜実施スケジュール＞
　・令和5年12月　　　　　　：契約締結
　・令和5年12月～令和6年1月：システム改修

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等
全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保
険法等の一部を改正する法律、所沢市国民健康保険税条例

事業名 税系システム改修事業(産前産後期間の保険税軽減措置)
なし

事業費総額 ２,９６４ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

法の改正に伴うものであり、他の自治体においても、同様にシステムの改修
を実施する予定である。

新　規　事　業　概　要　調　書

国保会計 健康推進部　国民健康保険課

1 2 1 説明 賦課事務費

-
 
8
1
 
-



（単位：千円）

担当課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 事業費

≪一般会計≫

経営企画課 市政計画事務費 過年度分新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金返還金 10,112

生活福祉課 中国残留邦人生活支援費 過年度分生活保護費等国庫負担金返還金 3,868

　　〃 生活困窮者自立促進支援事業費 過年度分生活困窮者自立支援負担金返還金 12,705

　　〃 　　〃 過年度分生活困窮者自立支援補助金返還金 2,157

　　〃 　　〃 過年度分新型コロナウイルスセーフティネット強化交付金返還金 40,384

　　〃 生活保護事務費 過年度分生活保護費等国庫負担金返還金 849,108

こども支援課 児童手当費 過年度分子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金返還金 200

　　〃 児童家庭相談費 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 934

　　〃 子育て支援事業費 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 3,030

　　〃 　　〃 過年度分子育てのための施設等利用給付交付金返還金 2,722

　　〃 子育て世帯生活支援特別給付金費 過年度分新型コロナウイルスセーフティネット強化交付金返還金 23,517

　　〃 ひとり親家庭福祉対策費 過年度分母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金返還金 193

こども福祉課 障害児福祉費 過年度分障害者医療費（育成医療）県負担金返還金 102

青少年課 放課後児童健全育成費 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 11,966

　　〃 　　〃 過年度分放課後児童健全育成事業補助金返還金 44

　　〃 　　〃 過年度分保育士等処遇改善臨時特例交付金返還金 1,521

保育幼稚園課 児童福祉運営費 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 4,097

　　〃 　　〃 過年度分保育対策総合支援事業費補助金返還金 4,551

　　〃 　　〃 過年度分延長保育事業費補助金返還金 13

　　〃 　　〃 過年度分教育認定子どもに係る施設型給付費等補助金返還金 17

　　〃 　　〃 過年度分保育士等処遇改善臨時特例交付金返還金 1,277

　　〃 私立幼稚園費 過年度分子育てのための施設等利用給付交付金返還金 2,432

　　〃 　　〃 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 5,346

健康管理課 各種予防接種費 過年度分疾病予防事業費等補助金返還金 7,293

　　〃 新型コロナウイルスワクチン接種事業費 過年度分新型コロナワクチン接種対策費負担金返還金 485,513

　　〃 　　〃 過年度分新型コロナワクチン接種体制確保事業費補助金返還金 419,615

令和５年度　補正予算　補助金等返還金

-
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-



担当課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 事業費

≪一般会計≫

健康づくり支援課 母子保健事業費 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 1,118

　　〃 　　〃 過年度分母子保健衛生費補助金返還金 2,743

　　〃 　　〃 過年度分未熟児養育医療県負担金返還金 219

　　〃 　　〃 過年度分未熟児養育医療国庫負担金返還金 437

市街地整備課 中心市街地整備費 過年度分公共施設管理者負担金返還金 924

　　〃 　　〃 過年度分社会資本整備総合交付金返還金 61,105

　　〃 　　〃 過年度分埼玉県市街地再開発促進事業費補助金返還金 20,369

≪国民健康保険特別会計≫

国民健康保険課 補助金等返還金 国庫補助金等返還金 105

　　〃 　　〃 保険給付費等交付金償還金 109,940

≪後期高齢者医療特別会計≫

国民健康保険課 総務事務費 過年度分窓口負担の見直し経費補助金返還金 3,290-
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（単位：千円）

担　　当　　課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 事業費

≪一般会計≫

危機管理室 災害対策費 通信運搬費 △ 1,376

経営企画課 市政計画事務費 第６次所沢市総合計画後期基本計画策定支援委託料 △ 1,782

　　〃 行政管理費 人材派遣委託料 △ 10,618

デジタル戦略課 情報化推進費 ＲＰＡライセンス使用料 △ 1,107

　　〃 　　〃 業務改善プラットフォーム使用料 △ 1,200

職員課 給与費 一般職給 △ 76,800

　　〃 　　〃 地域手当 △ 3,660

　　〃 　　〃 扶養手当 △ 8,101

　　〃 　　〃 管理職手当 △ 8,679

　　〃 　　〃 時間外及び休日勤務手当 △ 5,170

　　〃 　　〃 特殊勤務手当 △ 1,003

　　〃 　　〃 住居手当 △ 15,169

　　〃 　　〃 期末手当 △ 2,890

　　〃 　　〃 勤勉手当 △ 4,730

　　〃 　　〃 通勤手当 △ 1,070

　　〃 　　〃 児童手当 △ 2,290

　　〃 　　〃 職員共済組合及び災害補償負担金 △ 26,920

　　〃 保育園運営費 一般職給 △ 4,000

　　〃 　　〃 職員共済組合及び災害補償負担金 △ 6,000

　　〃 児童発達支援センター費 一般職給 △ 2,000

財政課 利子 衛生債 △ 3,472

　　〃 　　〃 土木債 △ 19,021

　　〃 　　〃 教育債 △ 10,369

　　〃 　　〃 臨時財政対策債 △ 19,593

管財課 財産維持管理費 光熱水費 △ 44,583

　　〃 　　〃 電話設備借料 △ 3,963

所沢まちづくりセンター 所沢まちづくりセンター運営費 光熱水費 △ 5,800

令和５年度　１２月補正予算　減額補正（△1,000千円以上）

-
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担　　当　　課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 事業費

市民課 戸籍住民基本台帳事務費 印刷製本費 △ 2,700

　　〃 　　〃 通信運搬費 △ 16,000

　　〃 　　〃 人材派遣委託料 △ 3,000

　　〃 　　〃 マイナンバーカード交付予約システム利用料 △ 3,300

地域福祉センター こどもと福祉の未来館維持管理費 光熱水費 △ 9,127

保健医療課 保健医療対策費 医療用機器等借料 △ 1,070

国民健康保険課 老人医療費 埼玉県後期高齢者医療広域連合負担金 △ 8,917

健康管理課 保健予防総務費 事務機器等保守委託料 △ 6,931

　　〃 保健センター施設管理費 光熱水費 △ 18,413

　　〃 保健事業費 成人歯科検診委託料 △ 1,086

　　〃 　　〃 封入封緘業務委託料 △ 2,508

健康づくり支援課 母子保健事業費 不妊治療費助成金 △ 2,300

みどり自然課 みどり推進費 賠償保険料 △ 1,376

　　〃 　　〃 保全緑地用地購入費 △ 3,387

資源循環推進課 清掃総務事務費 一般廃棄物減量化方策支援業務委託料 △ 11,565

　　〃 し尿処理費 光熱水費 △ 2,470

西部クリーンセンター 西部クリーンセンター費 光熱水費 △ 1,000

収集管理事務所 塵芥処理費 一般廃棄物収集運搬業務委託料 △ 3,475

　　〃 収集管理事業費 光熱水費 △ 2,800

商業観光課 商業振興費 光熱水費 △ 1,755

　　〃 観光振興費 光熱水費 △ 1,527

市街地整備課 道路新設改良等工事費 除草作業委託料 △ 3,360

　　〃 　　〃 用地購入費 △ 75,695

　　〃 　　〃 物件移転等補償料 △ 161,290

　　〃 土地区画整理事務費 不動産鑑定料 △ 1,990

　　〃 　　〃 用地購入費 △ 36,495

開発指導課 開発指導・許可事務費 会計年度任用職員報酬 △ 1,752

建築指導課 建築指導・建築確認費 道路台帳電子化業務委託料 △ 1,266

　　〃 　　〃 我が家の耐震診断・耐震改修補助金 △ 2,306

狭山ケ丘区画整理事務所 狭山ケ丘土地区画整理特別会計繰出金 狭山ケ丘土地区画整理特別会計へ繰出 △ 9,354

-
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担　　当　　課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 事業費

所沢駅西口区画整理事務所 所沢駅ふれあい通り線道路築造費 不動産鑑定料 △ 1,887

　　〃 　　〃 登記委託料 △ 2,559

　　〃 　　〃 所沢駅ふれあい通り線立体交差工事負担金 △ 30,000

　　〃 中心市街地整備費 都市再生整備計画事後評価作成業務委託料 △ 9,000

　　〃 所沢駅西口土地区画整理特別会計繰出金 所沢駅西口土地区画整理特別会計へ繰出 △ 7,806

建設総務課 道路橋りょう管理費 光熱水費 △ 10,695

計画道路整備課 北野下富線道路築造費 道路築造工事 △ 45,800

公園課 公園費 光熱水費 △ 4,400

　　〃 　　〃 警備委託料 △ 1,000

　　〃 北秋津・上安松地区都市緑地保全事業費 北秋津・上安松地区都市緑地用地購入費 △ 8,571

河川課 河川維持管理費 測量委託料 △ 1,845

　　〃 　　〃 みどり映える水辺保全用地購入費 △ 3,485

選挙管理委員会事務局 知事選挙執行費 開票事務従事者嘱託給 △ 1,207

　　〃 　　〃 時間外及び休日勤務手当 △ 2,436

　　〃 　　〃 消耗品費 △ 2,130

　　〃 　　〃 通信運搬費 △ 4,651

　　〃 　　〃 投票所入場整理券処理業務委託料 △ 2,426

　　〃 　　〃 投票事務業務委託料 △ 2,550

　　〃 　　〃 選挙のお知らせ配布業務委託料 △ 2,503

　　〃 県議会議員選挙執行費 開票事務従事者嘱託給 △ 1,033

　　〃 　　〃 ポスター掲示板作成等業務委託料 △ 4,725

　　〃 　　〃 投票事務業務委託料 △ 1,281

　　〃 　　〃 事務機器借料 △ 1,247

　　〃 市長選挙執行費 投票所入場整理券処理業務委託料 △ 2,767

　　〃 　　〃 選挙のお知らせ配布業務委託料 △ 2,503

　　〃 　　〃 ポスター掲示板作成等業務委託料 △ 1,801

　　〃 市議会議員選挙執行費 開票事務従事者嘱託給 △ 1,217

　　〃 　　〃 通信運搬費 △ 5,004

　　〃 　　〃 投票所入場整理券処理業務委託料 △ 2,822

　　〃 　　〃 ポスター掲示板作成等業務委託料 △ 2,266

　　〃 　　〃 事務機器借料 △ 1,253
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担　　当　　課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 事業費

選挙管理委員会事務局 市議会議員選挙執行費 選挙公営負担金 △ 24,520

教育総務課 給与費 一般職給 △ 54,650

　　〃 　　〃 地域手当 △ 3,315

　　〃 　　〃 扶養手当 △ 3,498

　　〃 　　〃 時間外及び休日勤務手当 △ 1,500

　　〃 　　〃 住居手当 △ 1,866

　　〃 　　〃 期末手当 △ 13,411

　　〃 　　〃 勤勉手当 △ 13,849

　　〃 　　〃 職員共済組合及び災害補償負担金 △ 16,272

　　〃 教育委員会事務局総務費 会計年度任用職員社会保険料 △ 9,999

　　〃 　　〃 会計年度任用職員労働保険料 △ 4,858

　　〃 小学校運営費 光熱水費 △ 41,802

　　〃 中学校運営費 光熱水費 △ 19,202

　　〃 要保護及び準要保護児童費 要保護及び準要保護児童就学援助費 △ 9,884

　　〃 要保護及び準要保護生徒費 要保護及び準要保護生徒就学援助費 △ 10,381

　　〃 特別支援学級運営費 特別支援学級児童就学奨励費 △ 1,771

　　〃 　　〃 特別支援学級生徒就学奨励費 △ 1,016

教育施設課 小学校施設維持管理費 施設改修工事 △ 3,850

　　〃 　　〃 施設改修工事（施設整備事業分） △ 3,201

社会教育課 公民館運営費 光熱水費 △ 50,000

　　〃 公民館施設維持管理費 冷暖房機等保守委託料 △ 1,041

　　〃 　　〃 物件調査委託料 △ 3,034

　　〃 　　〃 施設改修工事 △ 61,650

　　〃 生涯学習推進センター費 光熱水費 △ 2,092

スポーツ振興課 ナショナルトレーニングセンター事業費 謝礼 △ 1,695

　　〃 体育施設運営費 光熱水費 △ 5,000

　　〃 　　〃 設計委託料 △ 1,321

所沢図書館 図書館運営費 光熱水費 △ 7,000

　　〃 　　〃 図書館ＩＣタグ装備委託料 △ 2,000

保健給食課 学校給食事務費 準要保護児童生徒給食費扶助 △ 28,000

　　〃 学校給食運営費 会計年度任用職員報酬 △ 18,000

-
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担　　当　　課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 事業費

保健給食課 学校給食運営費 期末手当（会計年度任用職員分） △ 6,000

　　〃 　　〃 費用弁償（会計年度任用職員分） △ 1,500

　　〃 学校給食施設費 廃水処理施設油運搬処理委託料 △ 1,000

教育センター 教育センター費 光熱水費 △ 1,123

　　〃 　　〃 ＩＣＴ支援員委託料 △ 6,514

　　〃 　　〃 事務機器借料 △ 9,104

≪狭山ケ丘区画整理特別会計≫

狭山ケ丘区画整理事務所 給与費 一般職給 △ 4,800

　　〃 　　〃 期末手当 △ 1,100

　　〃 　　〃 勤勉手当 △ 1,000

　　〃 　　〃 職員共済組合及び災害補償負担金 △ 1,300

　　〃 事務費 埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金 △ 1,200

≪所沢駅西口区画整理特別会計≫

所沢駅西口区画整理事務所 給与費 時間外及び休日勤務手当 △ 3,700

　　〃 事業費 電線共同溝等工事負担金 △ 120,000

　　〃 利子 所沢駅西口土地区画整理事業債利子 △ 10,158

-
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（単位：千円）

文化芸術振興課 所沢市民文化センター光熱費等高騰対策支援事業 市民文化センター運営費 14,609 14,609

こども政策課 子育て家庭応援事業 子ども・子育て支援対策推進費 44,364 40,000

保育幼稚園課 市立保育園運営事業（物価高騰対策） 保育園運営費 16,466 16,466

市民課 所沢市斎場光熱費等高騰対策支援事業 斎場運営費 10,076 10,076

保健給食課 小中学校給食費保護者負担軽減事業 学校給食運営費 267,663 221,985

合計 353,178 303,136

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金充当事業一覧

担当課 事業名等 説明名称 予算額
地方創生臨時

交付金

-
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